
!愛媛県告示第１０８５号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び西

条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

アサヒビール株式会社

東京都中央区京橋三丁目７番１号

代表取締役社長 池田 弘一

２ 事業場の名称及び所在地

アサヒビール株式会社四国工場

西条市ひうち２番地６

３ 特定施設に関する事項

樽外洗機

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。）別表第１第１０号 ロ洗浄
施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１，３００樽処理

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後７日

使用開始の予定年月日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 １３．５時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 ４～８月に多い

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．０

最大 ９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６０

最大 １５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １００

最大 １５０
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４ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

!愛媛県告示第１０８６号
鳥獣保護及狩猟ニ関スル法律（大正７年法律第３２号。以下「法」という。）第７条ノ４第１項及び第３項の規定により、狩

猟免許更新に係る適性検査及び講習（以下「適性検査等」という。）を次のとおり実施する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 対象者

法第７条第４項の規定による狩猟免許を受けており、当該免許の有効期間が平成１４年９月１４日に満了する者

２ 適性検査等の実施の日時及び場所

３ 申込みの手続

� 提出書類等

ア 狩猟免許更新申請書

イ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）第４条第１項第１号の規定による許可を現に受けていない場合にあ

っては、法第６条第２号又は第３号に該当するかどうかについての医師の診断書

ウ 写真（６箇月以内に撮影した無帽、正面、上三分身及び無背景の縦の長さ３．６センチメートル及び横の長さ２．４セン

チメートルのもので、その裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの）

エ 狩猟免許更新申請手数料（愛媛県収入証紙によること。） 更新しようとする免許の種別ごとに各２，９００円

オ 受検票等の郵送を希望する者にあっては、簡易書留の郵送料に相当する郵便切手をちょう付し、あて先を記載した返

信用封筒

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３８

最大 １００

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．９

最大 １４．９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １５

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５，５９０

最大 ７，０００

備考 この他に、雨水排水口が６箇所ある。

所 管 の 地 方 局 会 場 の 名 称 実 施 日 時
実 施 場 所

会 場 所 在 地

西 条 地 方 局 西 条 第 １ 会 場 平成１４年７月２３日（火）午前９時 西条地方局伊予三島庁舎
３階会議室

伊予三島市宮川四丁目６－
５３

同 上 西 条 第 ２ 会 場 平成１４年７月２３日（火）午前９時 西条地方局丹原庁舎 ４階
大会議室 周桑郡丹原町大字池田１６１１

同 上 西 条 第 ３ 会 場 平成１４年８月２０日（火）午前９時 西条地方局 ７階大会議室 西条市喜多川７９６－１

今 治 地 方 局 今 治 会 場 平成１４年７月２６日（金）午前９時 テクスポート今治イベント
ホール 今治市東門町五丁目１４－３

松 山 地 方 局 松 山 第 １ 会 場 平成１４年８月２２日（木）午前９時 テクノプラザ愛媛テクノホ
ール 松山市久米窪田町３３７－１

同 上 松 山 第 ２ 会 場 平成１４年９月１３日（金）午前９時 同 上 同 上

八 幡 浜 地 方 局 八 幡 浜 会 場 平成１４年７月２３日（火）午前９時 大洲市総合福祉センター
４階多目的ホール 大洲市東大洲２７０－１

宇 和 島 地 方 局 宇 和 島 会 場 平成１４年７月３１日（水）午前９時 宇和島地方局 ７階大会議
室 宇和島市天神町７－１
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� 書類等の提出先

申込者の住所地を管轄する地方局産業経済部林業課又は西条地方局産業経済部伊予三島林業課若しくは丹原林業課、松

山地方局産業経済部久万林業課、八幡浜地方局産業経済部大洲林業課若しくは宇和林業課若しくは宇和島地方局産業経済

部御荘林業課（以下「林業課」という。）とする。

� 申込みの期限

原則として希望する適性検査等実施日前１４日とする。

� その他

ア 書類の提出は、持参又は郵送によること。

イ 狩猟免許更新申請書は、林業課において、希望者に配布する。

ウ 申込者の適性検査等の日時及び場所は、所管地方局長が指定し、通知する。

!愛媛県告示第１０８７号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療所の名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

小腸・ぼうこう又は直腸機能
障害 外 科 町 立 津 島 病 院 井 上 禎 三 北宇和郡津島町大字高田丙１５番地 平成

１４年５月１日

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 〃 野 本 裕 二 〃 〃

視 覚 障 害 眼 科 〃 鈴 木 正 和 〃 〃

〃 〃 財団法人積善会附
属十全総合病院 近 藤 容 子 新居浜市北新町１番５号 〃

ヒト免疫不全ウイルスによる
免疫機能障害 内 科 愛媛県立新居浜病

院 山 田 卓 司 新居浜市本郷三丁目１番１号 〃

小腸・ぼうこう又は直腸機能
障害 外 科 〃 上 田 重 春 〃 〃

心 臓 機 能 障 害 心臓血管外科 〃 北 條 禎 久 〃 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 医療法人彩水会真
部病院 高 橋 洋 今治市矢田甲７番地１ 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器機能障害 内 科 〃 眞 部 淳 〃 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 伊 予 病 院 鎌 田 一 億 伊予市八倉９０６番地５ 〃

〃 〃
社会福祉法人恩賜
財団済生会西条病
院

森 野 忠 夫 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９番地１ 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器機能障害 小 児 科 公 立 周 桑 病 院 濱 谷 舟 東予市壬生川１３１番地 〃

〃 内 科 医療法人弘仁会共
立病院 緒 方 肇 東予市三津屋南９番１０ 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 医療法人綮愛会石
川病院 竹 田 治 彦 川之江市上分町７３２番地１ 〃

〃 脳神経外科 〃 佐 藤 泰 仁 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器・小腸・ぼうこう又は
直腸機能障害

内 科 〃 室 田 將 之 〃 〃

〃 〃 〃 石 川 賀 代 〃 〃

ぼうこう又は直腸機能障害 外 科 市立八幡浜総合病
院 内 迫 博 幸 八幡浜市大字大平１番耕地６３８番地 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 〃 河 越 宏 之 〃 〃

肢体不自由・心臓・呼吸器機
能障害 内 科 わたなべハートク

リニック 渡 辺 潤 宇和島市朝日町三丁目１の６ 〃
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!愛媛県告示第１０８９号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１９条の２第

１項の規定に基づき、次のとおり更生医療を担当させる医療

機関を指定した。

!愛媛県告示第１０８８号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

心臓・じん臓・呼吸器・小腸
機能障害 外 科 国民健康保険久万

町立病院 川井田 眞 一 上浮穴郡久万町大字久万町６５番地 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器機能障害 内 科 町立吉田総合病院 中 村 真 胤 北宇和郡吉田町大字北小路甲２１７番地 〃

肢 体 不 自 由 外 科 愛媛県立伊予三島
病院 河 崎 秀 樹 伊予三島市中之庄町１６８４番地２ 〃

〃 脳神経外科 愛媛大学医学部附
属病院 伊賀瀬 圭 二 温泉郡重信町大字志津川 〃

じん臓・ぼうこう又は直腸機
能障害 泌 尿 器 科 市 立 大 洲 病 院 篠 森 健 介 大洲市西大洲字ヤスバ甲５７０番地 〃

心臓・じん臓・呼吸器機能障
害 内 科 〃 松 原 寛 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器機能障害 〃 愛 媛 労 災 病 院 中 尾 文 昭 新居浜市南小松原町１３番２７号 〃

〃 〃 〃 日 高 勲 〃 〃

小腸・ぼうこう又は直腸機能
障害 外 科 住 友 別 子 病 院 福 原 哲 治 新居浜市王子町３番１号 〃

〃 〃 〃 石 田 数 逸 〃 〃

聴覚・平衡・音声、言語又は
そしゃく機能障害 耳鼻咽喉科 〃 苅 田 賢 治 〃 〃

心 臓 ・ 呼 吸 器 機 能 障 害 内 科 市立宇和島病院 小 松 次 郎 宇和島市御殿町１番１号 〃

肢体不自由・心臓・呼吸器機
能障害 外 科 国保一本松病院 大 野 淳 子 南宇和郡一本松町増田５０５６番地２ 〃

〃 内 科 〃 兵 頭 真 〃 〃

視 覚 障 害 眼 科 西 条 中 央 病 院 森 田 真 一 西条市朔日市８０４番地 〃

ぼうこう又は直腸機能障害 外 科 市立八幡浜総合病
院 鈴 木 伸 明 八幡浜市大字大平１番耕地６３８番地 〃

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

平 井 公 二 中 萩 診 療 所 新居浜市萩生岸の下１０６１
番地 高 津 診 療 所 新居浜市高津７７５番地３ 平成１４年

４月１日

影 山 慎 一 愛媛大学医学部附属病院 温泉郡重信町大字志津川 市 立 宇 和 島 病 院 宇和島市御殿町１番１号 〃

渡 邊 誠 治 財団法人積善会付属十全
総合病院 新居浜市北新町１番５号 愛媛県立南宇和病院 南宇和郡城辺町甲２４３３番

地１ 〃

伊 藤 嘉 信 久 万 町 立 病 院 上浮穴郡久万町大字久万
町６５ 公 立 周 桑 病 院 東予市壬生川１３１番地 〃

松 浦 聡 公 立 周 桑 病 院 東予市壬生川１３１番地 医療法人社団更生会村上
記念病院 西条市大町７３９番地 〃

荒 木 克 之 〃 〃 町 立 吉 田 総 合 病 院 北宇和郡吉田町大字北小
路甲２１７番地 〃

津 田 泰 彦 愛 媛 県 立 今 治 病 院 今治市石井町四丁目５番
５号 愛 媛 労 災 病 院 新居浜市南小松原町１３番

２７号 〃
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平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
!愛媛県告示第１０９１号
身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）第

１３条の６第２号の規定に基づき、次のとおり指定医療機関の

業務を廃止した旨の届出があった。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
!愛媛県告示第１０９２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、東予市明理川土地改良区から次のとおり役員が就任

し、及び退任した旨の届出があった。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

!愛媛県告示第１０９０号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第１条の２第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があっ

た。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地
担当すべき医療
の種類

指 定
年 月 日

さ つ き 薬 局 南宇和郡御荘町平
城３５６２番地

平成１４年
５月１日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療所の名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

視 覚 障 害 眼 科 愛 媛 労 災 病 院 鈴 木 崇 新居浜市南小松原町１３番２７号 平成
１４年２月５日

聴覚・平衡・音声、言語・そ
しゃく機能障害 耳鼻咽喉科 市立宇和島病院 山 田 啓 之 宇和島市御殿町１番１号 平成

１４年２月１４日

聴覚・平衡・音声、言語機能
障害 〃 公立学校共済組合

四国中央病院 川 渕 崇 川之江市川之江町２２３３番地 平成
１４年３月２２日

小腸・ぼうこう又は直腸機能
障害 外 科 〃 井 内 正 裕 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器機能障害 内 科 明浜町国民健康保

険狩江診療所 佐々木 將 人 東宇和郡明浜町大字狩浜２－１３２１－４ 平成
１４年３月２７日

視 覚 障 害 眼 科 西 条 中 央 病 院 田 中 裕 子 西条市朔日市８０４番地 平成
１４年３月３１日

肢 体 不 自 由 神 経 内 科 住 友 別 子 病 院 玉 置 幸 弘 新居浜市王子町３－１ 平成
１４年４月１１日

聴覚・平衡・音声、言語・そ
しゃく機能障害 耳鼻咽喉科 〃 朝 信 輝 樹 〃 〃

小腸・ぼうこう又は直腸機能
障害 外 科 〃 川 島 邦 裕 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器・小腸・ぼうこう又は
直腸機能障害

内 科 医療法人綮愛会石
川病院 出 口 章 広 川之江市上分町７３２番地１ 平成

１４年４月４日

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器機能障害 〃 〃 石 川 和 彦 〃 〃

肢 体 不 自 由 神 経 内 科 愛媛大学医学部附
属病院 鉾 石 和 彦 温泉郡重信町大字志津川 〃

肢体不自由・ぼうこう又は直
腸機能障害 外 科 愛媛県立伊予三島

病院 喜 安 佳 人 伊予三島市中之庄町１６８４番地の２ 平成
１４年３月３１日

名 称 廃 止 年 月 日

ウチマス薬局中央店 平成１４年３月３１日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 秋 川 多 功 東予市明理川１５２番地

〃 一 色 正 喜 東予市明理川２８８番地の２

〃 一 色 治 久 東予市明理川１７９番地

〃 秋 川 久 男 東予市明理川２８６番地の２

〃 一 色 雅 典 東予市明理川１８２番地

監 事 石 原 正 照 東予市明理川３１８番地

〃 石 原 保 志 東予市明理川１７１番地
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!愛媛県告示第１０９３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、重信町上林土地改良区から次のとおり役員が就任し

、及び退任した旨の届出があった。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
!愛媛県告示第１０９４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、重信町上村土地改良区から次のとおり役員が就任し

、及び退任した旨の届出があった。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
!愛媛県告示第１０９５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、重信町下林下土地改良区から次のとおり役員が就任

し、及び退任した旨の届出があった。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 秋 川 多 功 東予市明理川１５２番地

〃 一 色 正 喜 東予市明理川２８８番地の２

〃 一 色 治 久 東予市明理川１７９番地

〃 秋 川 久 男 東予市明理川２８６番地の２

〃 石 原 正 照 東予市明理川３１８番地

監 事 一 色 雅 典 東予市明理川１８２番地

〃 石 原 保 志 東予市明理川１７１番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 山 内 徹 温泉郡重信町大字上林甲２３６番地２

〃 桂 浦 晴 樹 温泉郡重信町大字上林甲４５６番地

〃 八 木 秀 徳 温泉郡重信町大字上林甲６３３番地１

〃 相 原 隆 利 温泉郡重信町大字上林甲１０５２番地

〃 片 岡 満 温泉郡重信町大字上林甲１８７６番地

〃 山 内 昭 温泉郡重信町大字上林甲１４２４番地

〃 山 内 久 夫 温泉郡重信町大字上林甲１６８６番地

〃 菅 能 鬼代太 温泉郡重信町大字上林甲２２９２番地

〃 菅 原 正 二 温泉郡重信町大字上林甲２５５９番地

〃 森 政 利 温泉郡重信町大字上林甲２７８１番地

〃 森 正 人 温泉郡重信町大字上林甲２５７２番地

〃 八 木 健 一 温泉郡重信町大字上林甲３５４６番地

〃 森 卓 志 温泉郡重信町大字上林甲３１３９番地３

〃 森 幸 則 温泉郡重信町大字上林甲３０６３番地

〃 渡 部 義 則 温泉郡重信町大字上林甲３２５２番地

監 事 菅 野 重 春 温泉郡重信町大字上林甲３９４番地

〃 森 泰 夫 温泉郡重信町大字上林甲２８６４番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 山 内 徹 温泉郡重信町大字上林甲２３６番地２

〃 八 木 宏 温泉郡重信町大字上林甲５６５番地２

〃 八 木 隆 治 温泉郡重信町大字上林甲７０５番地

〃 村 上 敬 温泉郡重信町大字上林甲８１５番地

〃 森 富 夫 温泉郡重信町大字上林甲１６５６番地

〃 森 愼 吾 温泉郡重信町大字上林甲１４３２番地

〃 森 宏 義 温泉郡重信町大字上林甲１６８７番地

〃 森 清 温泉郡重信町大字上林甲２１６９番地

〃 神 野 武 温泉郡重信町大字上林甲２６１１番地

〃 日 野 鶴 惠 温泉郡重信町大字上林甲３５４０番地

〃 森 徳 二 郎 温泉郡重信町大字上林甲２７８６番地

〃 森 泰 生 温泉郡重信町大字上林甲２８６４番地

〃 森 光 夫 温泉郡重信町大字上林甲２８１２番地

〃 高須賀 俊 彦 温泉郡重信町大字上林甲３２３９番地２

〃 渡 部 重 行 温泉郡重信町大字上林甲３２７０番地

監 事 日 野 隆 温泉郡重信町大字上林甲３２２４番地

〃 菅 野 重 春 温泉郡重信町大字上林甲３９４番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 津 川 義 明 温泉郡重信町大字上村甲８９１番地

〃 永 野 通 温泉郡重信町大字上村甲１０２番地

〃 野 首 公 志 温泉郡重信町大字上村甲４１番地

〃 岩 田 貞 雄 温泉郡重信町大字上村甲３０２番地１

〃 武 智 彦 志 温泉郡重信町大字上村甲２２４番地

〃 石 丸 臣 一 温泉郡重信町大字上村甲２１２番地

〃 高須賀 寛 温泉郡重信町大字上村甲２２５番地

〃 高須賀 憲 温泉郡重信町大字上村甲５４３番地

〃 岩 田 太喜夫 温泉郡重信町大字上村甲６０４番地４

〃 高須賀 昇 温泉郡重信町大字上村甲８５８番地

〃 岡 田 陽 子 温泉郡重信町大字上村甲８２２番地

監 事 高須賀 昌 紀 温泉郡重信町大字上村甲５３２番地

〃 高須賀 厚 温泉郡重信町大字上村甲５１１番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 石 丸 敏 雄 温泉郡重信町大字上村甲１９７番地

〃 永 野 通 温泉郡重信町大字上村甲１０２番地

〃 安 平 和 夫 温泉郡重信町大字上村甲３０６番地

〃 高 市 清 馬 温泉郡重信町大字上村甲９８番地

〃 永 野 修 吉 温泉郡重信町大字上村甲３２０番地

〃 高須賀 寛 温泉郡重信町大字上村甲２２５番地

〃 石 丸 臣 一 温泉郡重信町大字上村甲２０９番地

〃 門 田 保 温泉郡重信町大字上村甲１５２番地２

〃 高 市 公 吉 温泉郡重信町大字上村甲５７０番地

〃 白 石 卓 夫 温泉郡重信町大字上村甲８９９番地３

〃 岡 田 文 明 温泉郡重信町大字上村甲８２２番地

監 事 高須賀 昌 紀 温泉郡重信町大字上村甲５３２番地

〃 高須賀 厚 温泉郡重信町大字上村甲５１１番地
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退 任

�������
!愛媛県告示第１０９６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、重信町牛渕下井手土地改良区から次のとおり役員が

就任し、及び退任した旨の届出があった。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任
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!愛媛県告示第１０９７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、新居浜市中村土地改良区から次のとおり役員が退任

した旨の届出があった。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
!愛媛県告示第１０９８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、西条市禎瑞上部土地改良区から次のとおり役員が退

任した旨の届出があった。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
!愛媛県告示第１０９９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、西条市氷見土地改良区から次のとおり役員が氏名を

変更した旨の届出があった。

平成１４年５月３１日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 久 一 温泉郡重信町大字下林乙１５２番地

〃 大 野 重 昭 温泉郡重信町大字下林甲１７８９番地１

〃 森 加久生 温泉郡重信町大字下林甲１６２５番地

〃 松 原 孝 征 温泉郡重信町大字下林甲１４８９番地

〃 野 中 重 郎 温泉郡重信町大字下林甲１９０５番地１

〃 小 山 謙 二 温泉郡重信町大字下林甲１９６０番地３

〃 森 忠 能 温泉郡重信町大字下林甲１５８１番地

〃 森 長 昭 温泉郡重信町大字下林甲２１２６番地

〃 河 野 歓 一 温泉郡重信町大字下林甲２３８４番地２

〃 青 森 猛 温泉郡重信町大字下林甲２４４３番地

〃 野 中 義 雄 温泉郡重信町大字下林甲２８６１番地

〃 井 上 時 久 温泉郡重信町大字下林甲２８６０番地

〃 竹 村 加久男 温泉郡重信町大字下林甲２６３１番地

〃 谷 松 勝 利 温泉郡重信町大字下林甲２７５１番地２

監 事 大 森 利 敬 温泉郡重信町大字下林甲２６８１番地

〃 野 中 佳 昭 温泉郡重信町大字下林甲１６２３番地２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 佐 伯 和 温泉郡重信町大字下林乙７１番地

〃 山 内 茂 温泉郡重信町大字下林甲１８２０番地２

〃 田 丸 庄 司 温泉郡重信町大字下林甲１５７２番地

〃 松 原 孝 征 温泉郡重信町大字下林甲１４８９番地

〃 野 中 重 郎 温泉郡重信町大字下林甲１９０５番地１

〃 越 智 道 治 温泉郡重信町大字下林甲１９７４番地２

〃 森 忠 能 温泉郡重信町大字下林甲１５８１番地

〃 高 橋 巳左男 温泉郡重信町大字下林甲２１７２番地１

〃 河 野 治 雄 温泉郡重信町大字下林甲２３８６番地２

〃 竹 市 多賀雄 温泉郡重信町大字下林甲２４０７番地２

〃 高 橋 伯 一 温泉郡重信町大字下林甲２５４５番地１

〃 井 上 時 久 温泉郡重信町大字下林甲２８６０番地

〃 渡 部 禎 之 温泉郡重信町大字下林甲２６２２番地

〃 杉 本 忠 義 温泉郡重信町大字下林甲２７４１番地

監 事 大 森 利 敬 温泉郡重信町大字下林甲２６８１番地

〃 野 中 佳 昭 温泉郡重信町大字下林甲１６２３番地２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 � 原 勲 温泉郡重信町大字牛渕１３１番地３

〃 八 木 伸 泰 温泉郡重信町大字牛渕１０９７番地

〃 露 口 俊 孝 温泉郡重信町大字牛渕１０２３番地

〃 由 井 徳 好 温泉郡重信町大字牛渕７３３番地

〃 前 島 義 之 温泉郡重信町大字牛渕７０３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 � 原 勲 温泉郡重信町大字牛渕１３１番地３

〃 八 木 伸 泰 温泉郡重信町大字牛渕１０９７番地

〃 由 井 徳 好 温泉郡重信町大字牛渕７３３番地

〃 露 口 直 重 温泉郡重信町大字牛渕１１４５番地１

〃 大 北 熊 雄 温泉郡重信町大字牛渕７７７番地

〃 前 島 義 之 温泉郡重信町大字牛渕７０３番地

〃 山 内 巻 雄 温泉郡重信町大字牛渕６８５番地

〃 大 島 昴 温泉郡重信町大字牛渕８０５番地３

〃 露 口 俊 孝 温泉郡重信町大字牛渕１０２３番地

監 事 大 西 重 良 温泉郡重信町大字牛渕６９５番地２

〃 大 西 美喜雄 温泉郡重信町大字牛渕６９７番地３

〃 露 口 直 重 温泉郡重信町大字牛渕１１４５番地１

〃 山 内 巻 雄 温泉郡重信町大字牛渕６８５番地

〃 大 西 賢 温泉郡重信町大字牛渕６９５番地３

〃 石 川 秀 幸 温泉郡重信町大字牛渕７９４番地

監 事 大 西 重 良 温泉郡重信町大字牛渕６９５番地２

〃 大 西 美喜雄 温泉郡重信町大字牛渕６９７番地３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 尾 崎 幸 久 新居浜市中村松木一丁目４番１４号

〃 西 原 一 雄 新居浜市土橋一丁目３番１８号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 瀬 尾 岳 久 西条市禎瑞７０８番地

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
!愛媛県告示第１１００号
新居浜市岸之下土地改良区から認可申請のあった土地改良

事業（維持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において

準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書

類を縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新居浜市岸之下土地改良区土地改良事業（維持管理）

計画書の写し

� 新居浜市岸之下土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年６月３日から６月２８日まで

３ 縦覧場所

新居浜市役所

�������
!愛媛県告示第１１０１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定

により、周桑郡小松町大字新屋敷地域に係る県営土地改良事

業計画を定めたので、同条第５項の規定により、次のとおり

当該土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・半吉谷地区）計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年６月３日から６月２８日まで

３ 縦覧場所

小松町役場

�������
!愛媛県告示第１１０２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、宇摩郡土居町大字津根地域に係る県営土地改良

事業計画を変更したので、同条第６項において準用する同法

第８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計

画書の写しを縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（湛水防除事業・八日市地区）変更計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年６月３日から６月２８日まで

３ 縦覧場所

土居町役場

!愛媛県告示第１１０３号
家畜改良増殖法（昭和２５年法律第２０９号）第１８条及び第３２条の規定により、家畜人工授精師の免許証を次のとおり交付した

。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

役員の種類
氏 名

変 更 前 変 更 後

理 事 丹 洋 嗣 丹 洋 詞

免 許
番 号

免 許
年 月 日

家 畜
の

種 類
免 許
資 格 本 籍 地 現 住 所 氏 名

生 年 月 日

第１７６１号 平成１４年５月３１日 牛 家畜人工授精
の業務 愛 媛 県 東宇和郡城川町大字遊子谷４２１３番地 三 瀬 美 智

昭和５９年６月４日

第１７６２号 平成１４年５月３１日 牛 家畜人工授精
の業務 愛 媛 県 松山市土居田町３９５番地１ 永 木 里 佳

昭和５８年２月２７日

第１７６３号 平成１４年５月３１日 牛 家畜人工授精
の業務 愛 媛 県 松山市下伊台町１５５３番地 福 山 寛 子

昭和５８年２月２１日

第１７６４号 平成１４年５月３１日 牛 家畜人工授精
の業務 東 京 都 松山市下伊台町１５５３番地 山 田 北 斗

昭和５６年１０月３０日

第１７６５号 平成１４年５月３１日 牛 家畜人工授精
の業務 愛 媛 県 松山市下伊台町１５５３番地 井 上 太

昭和５８年３月９日

��������������
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!愛媛県告示第１１０４号
森林病害虫等防除法（昭和２５年法律第５３号）第７条の３第

１項の規定に基づき、平成１２年８月２５日に定めた愛媛県防除

実施基準の一部を変更した。

変更後の愛媛県防除実施基準に係る図書は、愛媛県農林水

産部森林整備課並びに各地方局産業経済部林業課並びに西条

地方局産業経済部伊予三島林業課及び丹原林業課、松山地方

局産業経済部久万林業課、八幡浜地方局産業経済部大洲林業

課及び宇和林業課並びに宇和島地方局産業経済部御荘林業課

において縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
!愛媛県告示第１１０５号
森林病害虫等防除法（昭和２５年法律第５３号）第７条の５第

１項の規定に基づき平成１２年８月２５日に指定した高度公益機

能森林及び被害拡大防止森林の区域の一部を変更した。

変更後の高度公益機能森林及び被害拡大防止森林の区域に

係る図書は、愛媛県農林水産部森林整備課並びに各地方局産

業経済部林業課並びに西条地方局産業経済部伊予三島林業課

及び丹原林業課、松山地方局産業経済部久万林業課、八幡浜

地方局産業経済部大洲林業課及び宇和林業課並びに宇和島地

方局産業経済部御荘林業課において縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
!愛媛県告示第１１０６号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づ

き事業の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 起業者の名称

川之江市

２ 事業の種類

公園事業（新浜ふれあいパーク）

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県川之江市妻鳥町字七反地地内

� 使用の部分

なし

４ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

川之江市役所

�������
!愛媛県告示第１１０７号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、川之江市役所に

おいて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧する

ことができる。

平成１４年５月３１日

三島川之江港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

川之江市

川之江市金生町下分８６５番地

代表者 市長 石津隆敏

川之江市川之江町２４０３番地の６

２ 埋立区域

� 位置

愛媛県川之江市川之江町４０９２番、４１４１番、４０８３番、４０

８０番１、４１４２番及び４１８３番の地先公有水面

� 区域

次の�の地点と�の地点とを直線で結んだ線並びに�
の地点と�の地点とを結ぶ昭和５８年９月２４日付け愛媛県
指令４９港第９２号でしゅん功認可された埋立地と公有水面

との境界線（Ｄ．Ｌ．＋３．８０メートルにより決定）、昭

和５０年５月１２日付け愛媛県指令４７港第２３８号でしゅん功

認可された埋立地と公有水面との境界線（Ｄ．Ｌ．＋３．

８０メートルにより決定）、昭和４３年６月１７日付け愛媛県

指令港第３１２号でしゅん功認可された埋立地と公有水面

との境界線（Ｄ．Ｌ．＋４．００メートルにより決定）及び

平成１３年１１月１６日付け愛媛県指令１１港第２９３号でしゅん

功認可された埋立地と公有水面との境界線（Ｄ．Ｌ．＋

４．２１メートルにより決定）により囲まれた区域

基点 愛媛県川之江市川之江町４０９７番国土地理院「大

江」四等三角点（北緯３４度００分２９．８２６４秒、東経１３３度

３３分０９．０９２０秒

�の地点は、基点から８８度２１分５８秒４５８．０８メートルの
地点

�の地点は、�の地点から２６度３０分１０秒１６７．０６メート
ルの地点

� 面積

５５，１６１．９３平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１２年２月８日 愛媛県指令１１港第２９３号

４ しゅん功認可年月日

平成１４年５月３１日

!愛媛県告示第１１０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

��������������
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!愛媛県告示第１１０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

!愛媛県告示第１１１０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

!愛媛県告示第１１１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

!愛媛県告示第１１１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡柳谷村大字柳井川字本村２８５９番２から

同字２８６２番まで

旧 ７．４～１２．０ ０．０３７

新 １２．９～１５．３ ０．０３７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡柳谷村大字柳井川字本村２８５９番２から

同字２８６２番まで
平成１４年５月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中山双海線
伊予郡双海町大字上灘戊３５８番１から

同大字戊３８１番まで

旧 ６．０～８．５ ０．１６６

新 ２０．０～３４．０ ０．１５２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中山双海線
伊予郡双海町大字上灘戊３５８番１から

同大字戊３８１番まで
平成１４年５月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
喜多郡肱川町大字宇和川３４６１番２地先から

同大字３４６０番２まで

旧 ６．４～７．０ ０．０３３

新 ９．４～１０．０ ０．０３３
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!愛媛県告示第１１１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

!愛媛県告示第１１１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局宇和土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

!愛媛県告示第１１１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

県 道 大洲保内線
大洲市平野町平地２７番７から

同町平地２４番１１まで

旧 ５．６～８．６ ０．０２９

新 ８．２～１１．２ ０．０２９

〃 〃
大洲市平野町平地３２８０番２地先から

同町平地３２９２番３まで

旧 ４．０～１３．２ ０．２１６

新 ７．４～５０．０ ０．２１０

〃 〃
大洲市平野町平地３５９４番４から

同町平地３５９９番６まで

旧 ５．２～１２．９ ０．０９８

新 ９．１～１５．０ ０．０９８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号
喜多郡肱川町大字宇和川３４６１番２地先から

同大字３４６０番２まで
平成１４年５月３１日

県 道 大洲保内線
大洲市平野町平地２７番７から

同町平地２４番１１まで
〃

〃 〃
大洲市平野町平地３２８０番２地先から

同町平地３２９２番３まで
〃

〃 〃
大洲市平野町平地３５９４番４から

同町平地３５９９番６まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 狭間上松葉線
東宇和郡宇和町大字岩木１５８９番１から

同大字３４８番１まで

旧 ９．３～２５．０ １．０３４

新 １４．０～３２．０ ０．９１５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 吉田宇和島線 北宇和郡吉田町大字知永字小浦丁３６５番４
旧 ５．２～９．９ ０．１１３

新 １０．３～１８．７ ０．１１３
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!愛媛県告示第１１１８号
国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号）第９条第１項の規

定に基づき、昭和５６年４月２１日改定した愛媛県土地利用基本

計画の一部を次のように変更した。

変更後の土地利用基本計画書及び土地利用基本計画図は、

愛媛県庁、各市役所及び各町村役場において一般の縦覧に供

する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

一１及び２を次のように改める。

１ 県土利用の基本方向

愛媛県の区域における国土（以下「県土」という。）

の利用は、県土が現在及び将来における県民のための限

られた資源であるとともに、生活及び生産を通ずる諸活

動の共通の基盤であることを考慮して、公共の福祉を優

先させ、自然環境の保全を図りつつ、地域の自然的、社

会的、経済的及び文化的条件に配意し、健康で文化的な

生活環境の確保と県土の均衡ある発展を図ることを基本

理念として、総合的かつ計画的に行われなければならな

い。

本県の県土利用を巡る諸条件の変化をみると、今後も

少子化による人口の減少や高齢化が避けられない状況に

あり、また、経済社会諸活動は、産業の高付加価値化や

構造変化などを伴いながら、成熟化に向かつていくもの

と見通される。

また、県土の安全性に対する要請及び心の豊かさや自

然との触れ合いに対する志向が高まつている。

このような状況を踏まえ、県土の利用に当たつては、

長期にわたる内外の潮流変化を展望しつつ、豊かな生活

や活力ある生産が展開できる場として県土の魅力を総合

的に向上させることなどにより、限られた県土資源を前

提として、その有効利用を図りつつ、県土の利用目的に

応じた区分ごとの土地需要の量的調整を行い、また、県

土利用の質的向上を一層積極的に推進するものとする。

!愛媛県告示第１１１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

!愛媛県告示第１１１７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 吉田宇和島線 北宇和郡吉田町大字知永字小浦丁３６５番４ 平成１４年５月３１日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

今局建（開）第１号

平成１４年４月１６日
越智郡朝倉村大字朝倉下甲１２５番１

越智郡朝倉村大字朝倉北甲３９７番地
朝倉村長 清 水 俊 光

西局丹土（開）第４号

平成１４年５月１４日

周桑郡小松町大字新屋敷字蛭子ノ木甲１１８４番１、甲１１８５番１、甲１２
０６番１、甲１２０２番１及び甲１２０３番
同郡同町大字新屋敷字的場甲１２００番１、甲１２０４番１、甲１２０５番１、
甲１２０７番１及び区域内農道、水路

福岡県粕屋郡須恵町大字植木２０４７－７３
黒田木材商事株式会社
代表取締役 黒 田 誠

西局建（開）第５号

平成１４年５月１６日
西条市福武字遠思甲２８７番４

新居浜市星越町１８番４号
浦 幸 雄
浦 百 香 里

西局建（開）第６号

平成１４年５月１６日
西条市樋之口字梅ケ須賀４３８番７及び４４０番１

西条市下島山７８９番地
株式会社 宮崎企画
代表取締役 宮 崎 俊 二

西局丹土（開）第５号

平成１４年５月１６日
東予市吉田６３２番３

東予市吉田５６１番地２
越 智 勲

西局丹土（開）第６号

平成１４年５月２０日
東予市周布１６９７番３、１６９７番４、１６９９番４及び１６９９番５

東予市周布１４５０番地１
藤 岡 逸 樹
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土地需要の量的調整に関しては、都市的土地利用につ

いては、土地の高度利用及び低未利用地の有効利用を促

進し、自然的土地利用については、農用地、森林等の適

正な保全と耕作放棄地等の適切な利用を図るものとする

。

なお、土地利用の転換については、公害の防止、自然

環境及び歴史的風土の保全等に配慮するとともに、土地

利用の可逆性が容易に得られないこと等に照らして慎重

な配慮の下で計画的に行うことが重要である。

県土利用の質的向上に関しては、安全で安心できる県

土利用、自然と共生する持続可能な県土利用、美しくゆ

とりある県土利用といつた観点を基本とすることが重要

である。

２ 地域類型別の県土利用の基本方向

地域類型別の県土利用に当たつては、都市、農山漁村

及び自然維持地域の役割、県土資源の有限性並びに地域

の自然的、社会的、経済的及び文化的条件に配意し、必

要な基礎的条件を整備し、県土の調和ある有効利用とと

もに環境の保全が図られるよう適切に対処しなければな

らない。

都市については、土地利用の高度化を図るとともに、

低未利用地の有効利用を促進する。また、自然条件や防

災施設の整備状況を考慮した土地利用への誘導等により

災害に対する安全性を高めるとともに、都市活動による

環境への負荷の低減に努めるなど、美しくゆとりのある

環境の形成を図る。

農山漁村については、地域特性を踏まえた良好な生活

環境の整備などを進める。このような対応の中で、優良

農用地及び森林を確保するとともに、その整備と利用の

高度化を図る。併せて農山漁村景観の維持・形成を図る

とともに、都市との交流を促進する。

自然環境が優れた状態を維持している地域、野生生物

の重要な生息・生育地、貴重な自然の風景地等自然環境

を保全すべき地域については、人為的な影響を避けて自

然の状況に対応した適正な保全を図るとともに必要に応

じて復元を図る。また、優れた自然の風景を有する地域

及び水際の自然が維持されている海浜等については、そ

の保護・保全を図るとともに、自然との触れ合いによる

保健・休養の場としての利用の促進を図る。

一３�ウ中「は、土地利用の動向を踏まえ、環境の保全及
び農林地の保全に留意しつつ、都市的な利用を認める」を「

都市的土地利用を行う場合は、環境の保全及び農林地の保全

をする地域をできる限り維持するよう努める」に改め、一３

�中「にかんがみ」を「を考慮し」に改め、一３�中「保健
・文化、生活環境」を「保健・休養、自然環境」に、「いる

ことにかんがみ」を「いることを考慮し」に、「諸機能が」

を「多面的機能が」に改め、一３�ア中「生活環境」を「自
然環境」に、「諸機能」を「公益的機能」に、「にかんがみ

」を「を考慮し」に改め、一３�及び�中「にかんがみ」を
「を考慮し」に改める。

二中「地域別の土地利用」を「地域類型別の県土利用」に

改める。

三中「別表に掲げる」を削る。

別表を削る。

別添土地利用基本計画図の一部を次のように改める。

（図面省略）

!公 告

狩猟免許試験の施行について

鳥獣保護及狩猟ニ関スル法律（大正７年法律第３２号。以下「法」という。）第７条第１項の規定により、狩猟免許試験を次

のとおり施行する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の種類

� 甲種狩猟免許試験

� 乙種狩猟免許試験

� 丙種狩猟免許試験

２ 試験の日時、場所及び実施する試験の種類

� 平成１４年８月６日（火）午前９時

公 告

試験場の名称
試 験 の 場 所

実施する試験の種類
会 場 所 在 地

西 条 第 １ 会 場 西 条 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 西条市喜多川７９６－１ 甲種、乙種及び丙種

今 治 第 １ 会 場 テクスポート今治イベントホール 今治市東門町五丁目１４－３ 同 上

松 山 第 １ 会 場 松山地方局５階会議室、６階第２会議
室、７階大会議室 松山市北持田町１３２ 同 上

八 幡 浜 第 １ 会 場 愛 媛 県 歴 史 文 化 博 物 館 東宇和郡宇和町大字卯之町四丁目１１－
２ 同 上
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クリーニング師試験の施行について

クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第７条第１項

の規定による平成１４年度クリーニング師試験を次のとおり施

行する。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の日時

平成１４年８月２５日（日）１０時３０分

２ 試験の場所

� 学科試験

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁

� 実地試験

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁

３ 受験願書の提出期間

平成１４年７月８日（月）から７月１６日（火）まで。ただ

し、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

４ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外

居住者については愛媛県保健福祉部薬務衛生課とする。

� 平成１４年９月３日（火）午前９時

３ 免許申請書の提出期間

� 平成１４年８月６日の試験に係るものについては、７月１０日（水）から２３日（火）まで。ただし、郵送による場合は、同

日までの消印のあるものは、受け付ける。

� 平成１４年９月３日の試験に係るものについては、７月１０日（水）から８月２０日（火）まで。ただし、郵送による場合は

、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 免許申請書の請求先及び提出先

受験申込者の住所地を管轄する地方局産業経済部林業課又は西条地方局産業経済部伊予三島林業課若しくは丹原林業課、

松山地方局産業経済部久万林業課、八幡浜地方局産業経済部大洲林業課若しくは宇和林業課若しくは宇和島地方局産業経

済部御荘林業課とする。

５ その他

� 提出書類等

ア 狩猟免許申請書

イ 銃砲刀剣類所持等取締法（昭和３３年法律第６号）第４条第１項第１号の規定による許可を現に受けていない場合にあ

っては、法第６条第２号又は第３号に該当するかどうかについての医師の診断書

ウ 写真（６箇月以内に撮影した無帽、正面、上三分身及び無背景の縦の長さ３．６センチメートル及び横の長さ２．４セン

チメートルのもので、その裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの）

エ 狩猟免許申請手数料（愛媛県収入証紙によること。） 受けようとする免許の種別ごとに法第７条第３項第１号に掲

げる者にあっては各４，０００円、その他の者にあっては各５，３００円

オ 受験票の郵送を希望する者にあっては、簡易書留の郵送料に相当する郵便切手をちょう付し、あて先を記載した返信

用封筒

� 試験場についての注意事項

受験申込者の試験場は、所管地方局長が指定し、通知する。

なお、試験場は、原則として、受験申込者の希望する試験場を指定するが、会場の都合により希望する試験場を指定で

きない場合がある。

� 書類の提出は、持参又は郵送によること。

宇 和 島 第 １ 会 場 宇 和 島 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 宇和島市天神町７－１ 同 上

試験場の名称
試 験 の 場 所

実施する試験の種類
会 場 所 在 地

西 条 第 ２ 会 場 西 条 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 西条市喜多川７９６－１ 甲種、乙種及び丙種

今 治 第 ２ 会 場 テクスポート今治イベントホール 今治市東門町五丁目１４－３ 同 上

松 山 第 ２ 会 場 松山地方局６階第１・２会議室、７階
大会議室 松山市北持田町１３２ 同 上

八 幡 浜 第 ２ 会 場 八 幡 浜 地 方 局 ７ 階 大 会 議 室 八幡浜市北浜一丁目３－３７ 同 上

宇 和 島 第 ２ 会 場 宇 和 島 地 方 局 ７ 階 第 １ 会 議 室 宇和島市天神町７－１ 同 上
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５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。

�������
!公 告

愛媛県保育士試験の実施について

児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第１３条第１０項の

規定により、平成１４年愛媛県保育士試験を次のとおり実施す

る。

平成１４年５月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験期日

� 保育実習（実地）を除く科目の試験日

平成１４年８月６日（火）及び８月７日（水）

� 保育実習（実地）の試験日

平成１４年８月８日（木）及び８月９日（金）

２ 試験場所

� 保育実習（実地）を除く科目の試験場

松山市藤原町４６８番地

聖カタリナ女子高等学校 藤原校舎

� 保育実習（実地）の試験場

松山市御幸二丁目３番４１号

愛媛県立保育専門学校

３ 受験申請書の提出期間

平成１４年６月２４日（月）から同年７月５日（金）まで。

ただし、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは

、受け付ける。

４ 受験申請書の請求先及び提出先

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県保健福祉部児童福祉課

!公 告

平成１５年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施に

ついて

教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１３条第１項の

規定により、平成１５年度愛媛県公立学校教員採用選考試験を

次の要領で実施する。

平成１４年５月３１日

愛媛県教育委員会

教育長 吉野内 直 光

１ 試験の区分、期日及び場所

２ 受験申込受付期間

平成１４年５月３１日（金）から６月２８日（金）まで（郵送

による場合は、同日までの消印のあるものに限る。）

３ 受験資格

次の各号のすべてに該当する者とする。

� 試験の区分に相当する教員普通免許状を有する者又は

平成１５年３月３１日までにこの免許状を取得する見込みの

者で大学等で証明が得られるもの

� 昭和４８年４月２日以降に出生した者。ただし、高等学

校の農業、工業、商業又は商船の教員志願者については

、昭和３８年４月２日以降に出生した者とする。

なお、他の都道府県で国公立学校教員として勤務して

いる者（期限付任用又は臨時的任用である者を除く。）

については、年齢を制限しない。

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号及

び学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９条各号のいず

れにも該当しない者

４ 受験申込手続及び試験方法

平成１５年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項（

以下「志願要項」という。）を参照すること。

５ 志願要項及び出願関係用紙の請求方法

� 請求先

� 請求方法

封筒の表に「教員採用選考試験志願要項請求」と朱書

し、１４０円切手をはった返信用封筒（角形２号）を同封

して請求すること。

!愛媛県公安委員会規則第８号
愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１４年５月３１日

教育委員会公告

区 分 期 日 場 所

小 学 校 教 員
平成１４年７月２３日


から同月２６日�まで

松山市立道後中学校
（松山市上市一丁目３
番５７号）
松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

中 学 校 教 員

（各教科）

平成１４年７月２３日


から同月２６日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

高等学校教員

（各教科〔科目〕） 平成１４年７月２３日
 松山北高等学校

志 願 種 別 あ て 先

小学校教員志願者 〒７９０‐８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９４１‐２１１１ 内線４３２１中学校教員志願者

高等学校教員志願者 〒７９０‐８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課
電話（０８９）９４１‐２１１１ 内線４３２６特殊学校教員志願者

養 護 教 員 志 願 者
〒７９０‐８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９４１‐２１１１ 内線４３２１

から同月２６日�まで
（松山市文京町４番地
１）特殊学校（盲学

ろう

校・聾学校・養

護学校）教員

養 護 教 員
平成１４年７月２３日


から同月２５日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

注１ 区分間の併願は、認めない。
２ 場所等を変更することがある。

公安委員会規則

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則

愛媛県警察組織規則（昭和４１年愛媛県公安委員会規則第７

号）の一部を次のように改正する。

第２３条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加

える。

� 自動車運転代行業の業務の適性化に関する法律（平成

１３年法律第５７号）の施行に関すること（交通指導課の所

掌に属するものを除く。）。

附 則

この規則は、平成１４年６月１日から施行する。

�������
!愛媛県公安委員会規則第９号
愛媛県自動車運転代行業の適正化に関する法律施行細則を

次のように定める。

平成１４年５月３１日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

愛媛県自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律

施行細則

（趣旨）

第１条 この規則は、自動車運転代行業の業務の適正化に関

する法律施行令（平成１４年政令第２６号）及び国家公安委員

会関係自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律施行

規則（平成１４年国家公安委員会規則第１１号。以下「施行規

則」という。）に定めるもののほか、自動車運転代行業の

業務の適正化に関する法律（平成１３年法律第５７条。以下「

法」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（申請書に添付する書類）

第２条 施行規則第４条第１号ロ及び第２号ロの自動車の運

転の管理に関する経歴を記載した書面の様式は、自動車運

転管理経歴書（様式第１号）のとおりとする。

（処分に係る通知の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる処分の通知は、同表の右欄に

掲げる書類を交付して行うものとする。

項 左 欄 右 欄

１ 法第５条第３項の規定に

よる認定の拒否

認定に関する通知書（様

式第２号）

２ 法第７条第１項の規定に

よる認定の取消し

認定取消処分通知書（様

式第３号）

３ 法第２２条第１項の規定に

よる自動車運転代行業の

業務に関し必要な措置を

とるべき指示

指示書（様式第４号）

４ 法第２３条第１項の規定に

よる営業の停止命令

営業停止命令書（様式第

５号）

５ 法第２４条第１項の規定に

よる営業の廃止命令

営業廃止命令書（様式第

６号）

（立入検査をする職員の身分を示す証票）

第４条 法第２１条第３項の証票は、身分証明書（様式第７号

）のとおりとする。

（補則）

第５条 この規則に定めるもののほか、法の施行に関し必要

な細目は、警察本部長が定める。

附 則

この規則は、平成１４年６月１日から施行する。
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別記様式第１号（第２条関係） 運転管理経歴書

別記様式第１号（その１） 安全運転管理者運転管理経歴書

※ 警察本部整理番号 ※ コ ー ド 番 号 ※ 警 察 署 名 ※ 警察署整理番号

安全運転管理者運転管理経歴書
年 月 日

愛媛県公安委員会 殿

氏 名

住 所
〒 －

電話 （ ） －

届出の理由
１ 安全運転管理者の選任（ 新規の自動車運転代行業認定申請を含む。）
２ 安全運転管理者の交替（ 認定申請書記載事項の変更 ）
３ 安全運転管理者の解任（ 〃 ）

安

全

運

転

管

理

者

選任年月日 年 月 日 営

業

所

名 称
（ふりがな）

氏 名
（ふりがな）

所在地
電話 （ ） －生 年 月 日 年 月 日（ 歳）

営
業
所
に
お
け
る
自
動
車
台
数
及
び
運
転
者
数

自

動

車

台

数

乗 用 貨 物 特 殊 二 輪

計

勤 務 形 態 日勤 隔日 その他（ ）
大

型

普

通

軽

大

型

普

通

軽

大

型

小

型

大

型

普

通

職務上の地位

副安全運転
管 理 者 有 （ 人） 無

安全運転管

理者が運転

免許を受け

ている場合

免許の種類

免許年月日

免 許 番 号

運

転

者

数

免

許

種

別

大 型 普 通 大 特 自 二

小

特

計

一

種

二

種

一

種

二

種

一

種

二

種

大

型

普

通

交付年月日

交付公安委員会

安
全
運
転
管
理
者
の
略
歴

勤 務 期 間 勤 務 部 署 職務上の地位

専

従

予

備

前

任

者

解任年月日 年 月 日

氏 名

解 任 事 由 １ 死 亡 ２ 退 職 ３ 転 任
４ 解任命令 ５ その他（ ）

備 考

注１ ※印欄は、記載しないこと。
２ 「氏名」欄は、自動車運転代行業者が法人であるときは、法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
３ 「住所」欄は、自動車運転代行業者が法人であるときは、主たる営業所の所在地を記載すること。
４ 「自動車台数」欄の二輪の台数は、二輪車（原付を除く。）の台数に０．５を乗じて得た数を記載すること。
５ 「前任者」欄は、管理者が交替（解任を含む。）した場合に、前任の管理者について記載すること。
６ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
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別記様式第１号（その２） 副安全運転管理者運転管理経歴書

※ 警察本部整理番号 ※ コ ー ド 番 号 ※ 警 察 署 名 ※ 警察署整理番号

副安全運転管理者運転管理経歴書
年 月 日

愛媛県公安委員会 殿

氏 名

住 所
〒 －

電話 （ ） －

届出の理由
１ 副安全運転管理者の選任（ 新規の自動車運転代行業認定申請を含む。）
２ 副安全運転管理者の交替（ 認定申請書記載事項の変更 ）
３ 副安全運転管理者の解任（ 〃 ）

副

安

全

運

転

管

理

者

選任年月日 年 月 日 営

業

所

名 称
（ふりがな）

氏 名
（ふりがな）

所在地
電話 （ ） －生 年 月 日 年 月 日（ 歳）

管
理
す
る
自
動
車
台
数
及
び
運
転
者
数

自

動

車

台

数

乗 用 貨 物 特 殊 二 輪

計

勤 務 形 態 日勤 隔日 その他（ ）
大

型

普

通

軽

大

型

普

通

軽

大

型

小

型

大

型

普

通

職務上の地位

補助者の有無 有 （ 人） 無

安 全 運 転
管理者氏名

副安全運転

管理者が運転

免許を受けて

いる場合

免許の種類

免許年月日

免 許 番 号

運

転

者

数

免

許

種

別

大 型 普 通 大 特 自 二

小

特

計

一

種

二

種

一

種

二

種

一

種

二

種

大

型

普

通

交付年月日

交付公安委員会

副
安
全
運
転
管
理
者
の
略
歴

勤 務 期 間 勤 務 部 署 職務上の地位

専

従

予

備

前

任

者

解任年月日 年 月 日

氏 名

解 任 事 由 １ 死 亡 ２ 退 職 ３ 転 任
４ 解任命令 ５ その他（ ）

備 考

注１ ※印欄は、記載しないこと。
２ 「氏名」欄は、自動車運転代行業者が法人であるときは、法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
３ 「住所」欄は、自動車運転代行業者が法人であるときは、主たる営業所の所在地を記載すること。
４ 「自動車台数」欄の二輪の台数は、二輪車（原付を除く。）の台数に０．５を乗じて得た数を記載すること。
５ 「前任者」欄は、管理者が交替（解任を含む。）した場合に、前任の管理者について記載すること。
６ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
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様式第２号（第３条関係）

認 定 に 関 す る 通 知 書

公委 第 号

年 月 日

住所

氏名又は名称 殿

愛媛県公安委員会 �

年 月 日付けで申請のあった自動車運転代行業の認定

については、自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第３条の

規定により認定しないこととしたので通知します。

理由

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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様式第３号（第３条関係）

認 定 取 消 処 分 通 知 書

公委 第 号

年 月 日

認定年月日

認定証番号

住所

氏名又は名称 殿

愛媛県公安委員会 �

自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第７条第１項の規定

により自動車運転代行業の認定を取り消したので通知します。

理由

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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様式第４号（第３条関係）

指 示 書

公委 第 号

年 月 日

住所

氏名又は名称 殿

愛媛県公安委員会 �

自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第２２条第１項の規定

により次のとおり指示します。

１ 指示事項

２ 理由

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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様式第５号（第３条関係）

営 業 停 止 命 令 書

公委 第 号

年 月 日

住所

氏名又は名称 殿

愛媛県公安委員会 �

自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第２３条第１項の規定

により次のとおり自動車運転代行業の停止を命じます。

１ 営業停止の範囲

２ 営業停止の期間

年 月 日から
日間

年 月 日まで

３ 理由

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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様式第６号（第３条関係）

営 業 廃 止 命 令 書

公委 第 号

年 月 日

住所

氏名又は名称 殿

愛媛県公安委員会 �

自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第２４条第１項の規定

により自動車運転代行業の廃止を命じます。自動車運転代行業の廃止

を命ずる理由は、次のとおりです。

理由

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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様式第７号（第４条関係）

第 号
身 分 証 明 書

官 職
写 真

氏 名

上記の者は、自動車運転代行業の業務の適正化に関する
法律第２１条第１項の規定により立入検査を行う警察職員で
あることを証明する。

年 月 日

愛媛県公安委員会 �

５４．０

８５．６
注 図示の長さの単位は、ミリメートルとする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

６９４



!愛媛県公安委員会規則第１０号
愛媛県道路交通規則等の一部を改正する規則を次のように

定める。

平成１４年５月３１日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

愛媛県道路交通規則等の一部を改正する規則

（愛媛県道路交通規則の一部改正）

第１条 愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規

則第２号）の一部を次のように改正する。

目次中「第２４条の２」を「第２４条の３」に、「第２４条の

３－第３１条」を「第２４条の４－第３２条」に改める。

第１条第１項第１号中「第８９条」を「第８９条第１項」に

改め、同項中第１６号を第１７号とし、第５号から第１５号まで

を１号ずつ繰り下げ、第４号の次に次の１号を加える。

� 法第１０１条の２の２第１項に規定する公安委員会を

経由して行う免許証の更新の申請

第１条第３項を次のように改める。

３ 次の各号に掲げる申請（松山東警察署等以外の警察署

を経由して提出する申請にあつては、免許証の更新と再

交付を同時に行う申請及び法第１０３条第１項の規定によ

る免許の効力が停止されている場合における免許証の更

新の申請を除く。）又は届出をしようとする者は、第１

項の規定によるほか、松山東警察署等以外の警察署を経

由することができる。

� 法第９２条の２第１項の表備考一の２に規定する優良

運転者（以下「優良運転者」という。）による法第１

０１条第１項に規定する免許証の更新の申請

� 法第９４条第１項の免許証の記載事項の変更の届出（

優良運転者が法第１０１条第１項又は第１０１条の２第１

項に規定する免許証の更新の申請をする場合に限る。

）

� 優良運転者による法第１０１条の２第１項に規定する

更新期間前における免許証の更新の申請

第１４条に次の１項を加える。

２ 前項の規定は、自動車運転代行業の業務の適正化に関

する法律（平成１３年法律第５７号）第５条第１項の申請書

に記載されている安全運転管理者等が施行規則第９条の

９第１項又は第２項に規定する要件を備えている場合に

ついて準用する。この場合において、別記様式第１５号及

び別記様式第１５号の２中「道路交通法第７４条の２」とあ

るのは「自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律

第１９条第１項の規定により読み替えて適用される道路交

通法第７４条の２」と読み替えるものとする。

第１６条に次の１項を加える。

２ 前項の規定は、自動車運転代行業の業務の適正化に関

する法律第１９条第１項の規定により読み替えて適用され

る法第７４条の２第６項の規定による安全運転管理者等の

解任を命ずる場合について準用する。この場合において

、「道路交通法第７４条の２第６項」とあるのは「自動車

運転代行業の業務の適正化に関する法律第１９条第１項の

規定により読み替えて適用される道路交通法第７４条の２

第６項」と読み替えるものとする。

第１７条の２中「第６６条の２」の下に「（自動車運転代行

業の業務の適正化に関する法律第１９条第１項の規定により

読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。

第１７条の３中「場合」の下に「及び自動車運転代行業の

業務の適正化に関する法律第１９条第１項の規定により読み

替えて適用される場合」を加える。

第２３条の２の次に次の２条を加える。

（適性検査の受検命令等）

第２３条の３ 法第９０条第６項及び第１０３条第５項の適性検

査の受検命令は、適性検査受検命令書（別記様式第２１号

の３）を交付して行うものとする。

２ 法第９０条第６項及び第１０３条第５項の医師の診断書の

提出命令は、診断書提出命令書（別記様式第２１号の４）

を交付して行うものとする。

３ 法第９０条第６項及び第１０３条第５項の診断書の様式は

、診断書（別記様式第２１号の５）のとおりとする。

（適性検査の通知）

第２３条の４ 法第１０１条の２の２第５項に規定する通知は

、適性検査通知書（別記様式第２１号の６）により行うも

のとする。

第２４条の６第１項中「別記様式第２２号の５」を「別記様

式第２２号の７」に改め、同条を第２４条の８とする。

第２４条の５第１項中「別記様式第２２号の４」を「別記様

式第２２号の６」に改め、同条を第２４条の７とし、第２４条の

４の次に次の２条を加える。

（公安委員会を経由する更新申請の受付）

第２４条の５ 法第１０１条の２の２第１項の規定による公安

委員会を経由して行う免許証の更新申請の受付時間は、

愛媛県の休日を除き、８時３０分から９時３０分まで及び１３

時００分から１４時００分までの間とする。

（運転経歴証明書の交付申請）

第２４条の６ 法第１０４条の４第５項の規定による運転経歴

証明書（別記様式第２２号の４）の交付の申請は、運転経

歴証明書交付申請書（別記様式第２２号の５）及び免許用

写真１枚を公安委員会に提出して行うものとする。

２ 前項の申請の受付時間は、愛媛県の休日を除き、次の

表の左欄に掲げる申請先の区分に応じ、それぞれ同表の

右欄に掲げる時間とする。

申請先 受 付 時 間

警察本部運転免

許管理課

１ ９時３０分から１１時００分までの間

２ １４時００分から１６時００分までの間

警 察 署 １ ８時３０分から１２時００分までの間

２ １３時００分から１７時００分までの間

第２７条中「第３８条第１０項第１号」を「第３８条第１１項第１

号」に改める。

第３１条第１項中「（平成１２年国家公安委員会規則第４号

）」を削る。

別記様式第１２号及び別記様式第１２号の２を次のように改

める。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

６９５



別記様式第１２号（第１３条関係）

※ 警察本部整理番号 ※ コ ー ド 番 号 ※ 警 察 署 名 ※ 警察署整理番号

安 全 運 転 管 理 者 に 関 す る 届 出 書
年 月 日

愛媛県公安委員会 殿

氏 名

住 所
〒 －

電話 （ ） －

届出の理由

１ 安全運転管理者の選任
２ 安全運転管理者の交替
３ 安全運転管理者の解任
４ 届出事項中（ ）の変更

�選任年月日 年 月 日 �
使

用

の

本

拠

所在地�
安 全 運 転
管理者氏名

（ふりがな）

名 称

（ふりがな）

�

資 格

要 件

生年月日
（年 齢） 年 月 日（ 歳）

業種別

１ 官 公 署 ２ 公社・公団 ３ 農 業 ４ 林 業
５ 漁 業 ６ 鉱 業 ７ 建 設 業 ８ 製造業
９ 卸・小売業 １０不 動 産 業 １１金融保険業 １２運輸業
１３電気・ガス業 １４通 信 業 １５サービス業 １６その他

運 転 の 管 理 経 験
１
２年以上

２
１年以上

（教習終了者）

３
公安委員会
の認定

使
用
の
本
拠
に
お
け
る
自
動
車
台
数
お
よ
び
運
転
者
数

�
自

動

車

台

数

乗 用 貨 物 特 殊 二 輪

�職 務 上 の 地 位 大

型

普

通

軽

大

型

普

通

軽

大

型

小

型

大

型

普

通

計�

安全運転管理

者が運転免許

を受けている

場合

免許の種類

免許年月日

免 許 番 号

交付年月日

交付公安委員会 	
運

転

者

数

免
許
種
別

大 型 普 通 大 特 自 二

一

種

二

種

一

種

二

種

一

種

二

種

大

型

普

通

小

特

計
�
安全運転管理

者の勤務形態

勤 務 日勤 隔日 その他（ ）

副安全運転管理者の有無 有（ 人） 無

�

安
全
運
転
管
理
者
の
略
歴

勤 務 期 間 勤 務 部 署 職 名 専

従
予

備


前

任

者

解任年月日 年 月 日

氏 名

解 任 事 由 １ 死 亡 ２ 退 職 ３ 転 任
４ 解任命令 ５ その他（ ）

�管 理 者 設 置 事 業
所となった年月日 年 月 日

備 考

注１ ※印欄は、記載しないこと。
２ 「氏名」欄は、届出者が法人であるときは、法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
３ 「住所」欄は、届出者が法人であるときは、主たる事務所の所在地を記載すること。
４ 「�自動車台数」欄の二輪の台数は、二輪車（原付を除く。）の台数に０．５を乗じて得た数を記載すること。
５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

６９６



別記様式第１２号の２（第１３条関係）

※ 警察本部整理番号 ※ コ ー ド 番 号 ※ 警 察 署 名 ※ 警察署整理番号

副 安 全 運 転 管 理 者 に 関 す る 届 出 書
年 月 日

愛媛県公安委員会 殿

氏 名

住 所
〒 －

電話 （ ） －

届出の理由

１ 副安全運転管理者の選任
２ 副安全運転管理者の交替
３ 副安全運転管理者の解任
４ 届出事項中（ ）の変更

�選任年月日 年 月 日 �
使

用

の

本

拠

所在地�
副安全運転
管理者氏名

（ふりがな）

名 称

（ふりがな）

�

資 格

要 件

生年月日
（年 齢） 年 月 日（ 歳）

業種別

１ 官 公 署 ２ 公社・公団 ３ 農 業 ４ 林 業
５ 漁 業 ６ 鉱 業 ７ 建 設 業 ８ 製造業
９ 卸・小売業 １０不 動 産 業 １１金融保険業 １２運輸業
１３電気・ガス業 １４通 信 業 １５サービス業 １６その他

運 転 の 管 理 経 験 等
１
運転管理
１年以上

２
運転経験
３年以上

３
公安委員会
の認定

管
理
す
る
自
動
車
台
数
お
よ
び
運
転
者
数

�
自

動

車

台

数

乗 用 貨 物 特 殊 二 輪

�職 務 上 の 地 位 大

型

普

通

軽

大

型

普

通

軽

大

型

小

型

大

型

普

通

計�

副安全運転

管理者が運転

免許を受けて

いる場合

免許の種類

免許年月日

免 許 番 号

交付年月日

交付公安委員会 	
運

転

者

数

免
許
種
別

大 型 普 通 大 特 自 二

一

種

二

種

一

種

二

種

一

種

二

種

大

型

普

通

小

特

計
�

副安全運転管理

者の勤務形態等

勤 務 日勤 隔日 その他（ ）

補助者の有無 有（ 人） 無

安 全 運 転
管 理 者 氏 名

専

従
�

副
安
全
運
転
管
理
者
の
略
歴

勤 務 期 間 勤 務 部 署 職 名

予

備


前

任

者

解任年月日 年 月 日

氏 名

解 任 事 由 １ 死 亡 ２ 退 職 ３ 転 任
４ 解任命令 ５ その他（ ）

�副管理者設置事業
所となった年月日 年 月 日

備 考

注１ ※印欄は、記載しないこと。
２ 「氏名」欄は、届出者が法人であるときは、法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
３ 「住所」欄は、届出者が法人であるときは、主たる営業所の所在地を記載すること。
４ 「�自動車台数」欄の二輪の台数は、二輪車（原付を除く。）の台数に０．５を乗じて得た数を記載すること。
５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

６９７



別記様式第１６号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

６９８



別記様式第１６号（第１５条関係）

安全運転管理者教習・認定
申請書

副安全運転管理者認定

年 月 日

愛媛県公安委員会殿

申請者氏名 �

教習又は認定を受
けようとする者の
氏名及び年齢

（ふりがな）

年 月 日生（ 歳）

住 所
電話（ ） －

勤務先

名 称

所 在 地

電話（ ） －

教習若しくは認定
を受けようとする
者の運転管理又は
運転経験等

職務上
の地位

職 務
内 容

勤 務
形 態

１日勤 ２隔日
３その他（ ）

運転管理
年
運転経験

年

勤 務

経 歴

勤 務 期 間 勤 務 部 署 職務上の地位 職 務 内 容

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

６９９



別記様式第２０号の２を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７００



別記様式第２０号の２（第１７条の２関係） 指示書

別記様式第２０号の２（その１） 最高速度違反用

指 示 書

公委 第 号

年 月 日

殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法第２２条の２第１項の規定に基づき、次のとおり指示する。

指

示

に

係

る

車

両

使用の本拠の位置

車両（登録）番号

指 示 事 項

指 示 の 理 由

（注意） 指示に係る車両が自動車である場合には、この指示を受けた日から１年以内に

当該自動車について最高速度違反行為が行われたときは、道路交通法第７５条の２

第１項の規定による自動車の使用の制限の処分を受けることがあります。

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７０１



別記様式第２０号の２（その２） 放置行為用

指 示 書

公委 第 号

年 月 日

殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法第５１条の４（同法第７５条の８第３項において準用する場合を含む。）の規定

に基づき、次のとおり指示する。

指

示

に

係

る

車

両

使用の本拠の位置

車両（登録）番号

指 示 事 項

指 示 の 理 由

（注意） 指示に係る車両が自動車である場合には、この指示を受けた日から１年以内に

当該自動車について放置行為が行われたときは、道路交通法第７５条の２第１項の

規定による自動車の使用の制限の処分を受けることがあります。

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７０２



別記様式第２０号の２（その３） 過積載運転行為用

指 示 書

公委 第 号

年 月 日

殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法第５８条の４（自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第１９条第１項の

規定により読み替えて適用する道路交通法第５８条の４）の規定に基づき、次のとおり指示

する。

指

示

に

係

る

車

両

使用の本拠の位置

車両（登録）番号

指 示 事 項

指 示 の 理 由

（注意） 指示に係る車両が自動車である場合には、この指示を受けた日から１年以内に

当該自動車について過積載運転行為が行われたときは、道路交通法第７５条の２第

１項（自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第１９条第１項の規定により

読み替えて適用する道路交通法第５８条の４）の規定による自動車の使用の制限の

処分を受けることがあります。

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７０３



別記様式第２０号の２（その４） 過労運転用

指 示 書

公委 第 号

年 月 日

殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法第６６条の２第１項の規定に基づき、次のとおり指示する。

指

示

に

係

る

車

両

使用の本拠の位置

車両（登録）番号

指 示 事 項

指 示 の 理 由

（注意） 指示に係る車両が自動車である場合には、この指示を受けた日から１年以内に

当該自動車について過労運転が行われたときは、道路交通法第７５条の２第１項の

規定による自動車の使用の制限の処分を受けることがあります。

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７０４



別記様式第２０号の２（その５） 自動車運転代行業者の最高速度違反用

指 示 書

公委 第 号

年 月 日

殿

愛媛県公安委員会 �

自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第１９条の規定により読み替えて適用する

道路交通法第２２条の２第１項の規定に基づき、次のとおり指示する。

主たる営業所の所在地

自動車運転代行業者名

指 示 事 項

指 示 の 理 由

（注意） この指示に違反した場合は、自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第

２３条第１項の規定による営業停止の処分を受けることがあります。

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７０５



別記様式第２０号の２（その６） 自動車運転代行業者の放置行為用

指 示 書

公委 第 号

年 月 日

殿

愛媛県公安委員会 �

自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第１９条の規定により読み替えて適用する

道路交通法第５１条の４の規定に基づき、次のとおり指示する。

主たる営業所の所在地

自動車運転代行業者名

指 示 事 項

指 示 の 理 由

（注意） この指示に違反した場合は、自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第

２３条第１項の規定による営業停止の処分を受けることがあります。

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７０６



別記様式第２０号の２（その７） 自動車運転代行業者の過労運転用

指 示 書

公委 第 号

年 月 日

殿

愛媛県公安委員会 �

自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第１９条の規定により読み替えて適用する

道路交通法第６６条の２第１項の規定に基づき、次のとおり指示する。

主たる営業所の所在地

自動車運転代行業者名

指 示 事 項

指 示 の 理 由

（注意） この指示に違反した場合は、自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第

２３条第１項の規定による営業停止の処分を受けることがあります。

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７０７



別記様式第２０号の３中

自動車の使用の本
拠の名称及び位置

「
自動車の使用の本
拠の名称及び位置
又は主たる営業所
の所在地

「

を に
」

」

改める。

別記様式第２１号の２の次に次の４様式を加える。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７０８



別記様式第２１号の３（第２３条の３関係）

適性検査受検命令書

公委 第 号

年 月 日

住所

殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法第９０条第６項の規定により、次のとおり適性検査の受検を命じま第１０３条第５項
す。

拒 否

なお、この命令に違反して、適性検査を受けない場合は、運転免許の保取消し
効 力

又 は 保 留
留の処分を受けることとなります。又は効力の停止

の 停 止

適性検査を行う理由

適性検査を行う期日

適性検査を行う場所

その他必要な事項

備 考

注１ 適性検査を受けない場合の運転免許の「拒否又は保留」又は「取消し又は効力
の停止」については、やむを得ない理由のため適性検査を受けなかったと認めら
れる場合には、それぞれ「保留」又は「効力の停止」の処分を受け、その他の場
合には、それぞれ「拒否」又は「取消し」を受けることとなることを意味します
。
２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７０９



別記様式第２１号の４（第２３条の３関係）

診 断 書 提 出 命 令 書

公委 第 号
年 月 日

住所
殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法
第９０条第６項

の規定に基づき次のとおり、道路交通法施行規則
第１０３条第５項

第１８条の４第２項
に規定する要件を満たす医師の診断書の提出を命じます。

第２９条の５第２項
拒 否 又 は

この命令に違反して診断書を提出しない場合は、運転免許の
保
取消し又は効力
効 力 の保 留

留の処分を受けることになります。の停止
停 止

なお、医師の診断書を提出する場合は、愛媛県道路交通規則に定める様式の

診断書を提出してください。

診 断 書 の 提 出
を 命 ず る 理 由

診断書の提出期限

その他必要な事項

備 考

注１ 診断書を提出しない場合の運転免許の「拒否又は保留」又は「取消し又は効
力の停止」については、やむを得ない理由のため診断書を提出しなかったと認
められる場合には、それぞれ「保留」又は「効力の停止」の処分を受け、その
他の場合には、それぞれ「拒否」又は「取消し」を受けることになることを意
味します。
２ 道路交通法施行規則第１８条の４第２項及び第２９条の５第２項に規定する要件
とは、主治医が作成し、処分の事由に該当しないと認められるかどうかに関す
る当該医師の意見が記載されているものであることです。
３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７１０



別記様式第２１号の５（第２３条の３関係）

診 断 書（愛媛県公安委員会提出用）

１ 氏 名 男 ・ 女
２ 生 年 月 日 年 月 日生（ 歳）
３ 住 所

４

医
学
的
判
断

病 名
（Ｆ ）

所見（現病歴
、現在症、重
症度など）

５ 現時点での病
状（運動能力及
び改善の見込み
）についての意
見

� 残遺症状がないか又は極めて軽微であり、自動車等の安全
な運転に必要な認知、予測、判断又は操作のいずれかに関す
る能力（以下「安全な運転に必要な能力」という。）を欠い
ていないと認められる。

� 残遺症状は認められるが、安全な運転に必要な能力を欠い
ていないと認められる。

� 病状を踏まえると、安全な運転に必要な能力を一部欠いて
いる可能性が認められる。

� 病状を踏まえると、安全な運転に必要な能力を一部欠いて
いる可能性が認められる。ただし、６月（ 月）以内に５
及び６についてともに�又は�の判断ができる見込みがある。
� 病状を踏まえると、安全な運転に必要な能力を一部欠いて
いると認められる。

� 病状を踏まえると、安全な運転に必要な能力を一部欠いて
いると認められる。ただし、６月（ 月）以内に５及び６
についてともに�又は�の判断ができる見込みがある。

� 病状を踏まえると、安全な運転に必要な能力を大きく欠い
ていると認められる。

� 病状を踏まえると、安全な運転に必要な能力を大きく欠い
ていると認められる。ただし、６月（ 月）以内に５及６
についてともに�又は�の判断ができる見込みがある。

６ 現時点での病
状を踏まえた今
後の見通しにつ
いての意見（５
で�又は�に該
当する場合のみ
）

� 安全な運転に必要な能力を欠くこととなるおそれがある症
状（以下単に「症状」という。）が再発するおそれはないと
認められる。

� 症状が再発するおそれがないとまでは認められないが、（
）年程度であれば、症状が再発するおそれはないと認め

られる。
� １年以内に症状が再発するおそれは否定できない。
� １年以内に症状が再発するおそれは否定できない。ただし、
６月（ 月）以内に�又は�の判断ができる見込みがある。
� １年以内に症状が再発するおそれが認められる。

専門医・主治医として以上のとおり診断します。
年 月 日

病院又は診療所の名称及び所在地

担当診療科名

担当医師氏名 �

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７１１



別記様式第２１号の６（第２３条の４関係）

適 性 検 査 通 知 書

公委 第 号

年 月 日

殿

愛 媛 県 公 安 委 員 会 �

道路交通法第 １０１条の２の２第５項の規定により適性検査

を次のとおり行うこととしたので通知します。

なお、運転免許証の有効期限内にこの通知に係る適性検査

を受けられない場合は、運転免許証の更新を受けることがで

きません。

検 査 し よ う

と す る 理 由

検 査 場 所

備 考

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７１２



別記様式第２２号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７１３



別記様式第２２号（第２４条関係） 臨時適性検査通知書

別記様式第２２号（その１） 運転免許試験合格者に対する通知用

臨 時 適 性 検 査 通 知 書
公委 第 号

年 月 日

住所
殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法第１０２ 条第１項に規定する適性検査を次のとおり実施い
たしますので、通知します。

なお、この通知を受け、適性検査を受けない場合は、
臨 時 適 性
運転免許の拒

検 査 の 通 知 （ 運 転 免 許 の 保 留 ）
を受けることとなりま

否又は臨時適性検査の通知（運転免許の保留）
す。

適性検査を行う理由

適性検査を行う期日

適性検査を行う場所

そ の 他 必 要 な 事 項

備 考

注１ 適性検査を受けない場合の「運転免許の拒否又は臨時適性検査の通

知（運転免許の保留）」については、やむを得ない理由のため適性検

査を受けなかったと認められる場合には、「臨時適性検査の通知（運

転免許の保留）」、その他の場合には「運転免許の拒否」の処分を受

けることを意味します。

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７１４



別記様式第２２号（その２） 免許を受けた者に対する通知用

臨時適性検査通知書

公委 第 号

年 月 日

住所

殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法第１０２ 条
第１項

に規定する適性検査を次のとおり実施い
第２項

たしますので、通知します。

なお、この通知を受け、やむを得ない理由がないにもかかわらず適

性検査を受けない場合は、運転免許の
取 消 し

の処分を受けること
効力の停止

となります。

適性検査を行う理由

適性検査を行う期日

適性検査を行う場所

そ の 他 必 要 な 事 項

備 考

注１ 運転免許を受けた方がやむを得ない理由のため適性検査を受けなか

ったと認められる場合には、運転免許の取消し又は効力の停止の処分

を受けることはありません。

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７１５



別記様式第２２号（その３） 仮運転免許試験合格者に対する通知用

臨時適性検査通知書（仮運転免許）

公委 第 号

年 月 日

住所

殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法第１０２ 条第１項に規定する適性検査を次のとおり実施い

たしますので、通知します。

適性検査を行う理由

適性検査を行う期日

適性検査を行う場所

そ の 他 必 要 な 事 項

備 考

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７１６



別記様式第２２号（その４） 仮運転免許を受けた者に対する通知用

臨時適性検査通知書（仮運転免許）

公委 第 号

年 月 日

住所

殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法第１０２ 条
第１項

に規定する適性検査を次のとおり実施い
第２項

たしますので、通知します。

なお、この通知を受け、やむを得ない理由がないにもかかわらず適

性検査を受けない場合は、道路交通法施行令第３７条の７第１号に掲げ

る場合を除き、仮運転免許の取消しの処分を受けることとなります。

適性検査を行う理由

適性検査を行う期日

適性検査を行う場所

そ の 他 必 要 な 事 項

備 考

注１ やむを得ない理由のため適性検査を受けなかったと認められる場合

には、仮運転免許の取消しの処分を受けることはありません。

２ 「道路交通法施行令第３７条の７第１号に掲げる場合」とは、運転免

許を受けた方から自らの身体的適性について適性検査を受けたい旨の

申出があり、その申出に理由があるとして臨時適性検査を行う場合（

一定の場合を除く。）のことです。

３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７１７



別記様式第２２号（その５） 国際運転免許証等を所持する者に対する通知用

臨時適性検査通知書

公委 第 号

年 月 日

住所

殿

愛媛県公安委員会 �

道路交通法第１０７ 条の４第１項に規定する適性検査を次のとおり実

施いたしますので、通知します。

なお、この通知を受け、やむを得ない理由がないにもかかわらず適

性検査を受けない場合は、自動車等の運転の禁止の処分を受けること

となります。

適性検査を行う理由

適性検査を行う期日

適性検査を行う場所

そ の 他 必 要 な 事 項

備 考

注１ やむを得ない理由のため適性検査を受けなかったと認められる場合

には、自動車等の運転の禁止の処分を受けることはありません。

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７１８



別記様式第２２号の３を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７１９



別記様式第２２号の３（第２４条の４関係） 運転免許証更新連絡書

住 所
氏 名 様

愛媛県公安委員会 �
運 転 免 許 証 更 新 連 絡 書

年 月 日
あなたの運転免許証の有効期限が近づきましたので、次により 年 月
日から 年 月 日までの間に更新の手続をとってください。
１ 更新運転免許証に関する情報
情 報 の 項 目 内 容

更 新 者 の 区 分 道路交通法第１０１条第３項の優良運転者の該当の有無
□該当する。 □該当しない。

講 習 の 種 別
免 許 証 番 号
更新手続後の有効期限

２ 更新手続の際に持参する物
� この連絡書
� 現に有する運転免許証
� 手数料
更 新 手 数 料 講 習 手 数 料 計

円 円 円
� その他持参する物
ア 氏名又は本籍を変更された方は、本籍地を記載した住民票の写し １通
イ 更新の申請の日前６月以内に特定認定教育又は特定任意講習を受講している
方は、当該講習等の終了証明書
ウ １の表に記載された講習の種別が高齢者講習の方は、高齢者講習終了証明書
（特定認定教育又は特定任意高齢者講習を受講済みの場合は、当該講習等の終
了証明書）
エ 住所を変更されている方は、住民票の写しその他の住所を確認できる書類
オ 運転免許証の再交付の申請と更新の申請を同時に行う方及び免許の効力が停
止されている期間中に更新の申請を行う方は、免許用写真（申請前６月以内に
撮影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦の長さ３．０センチメートル、横の
長さ２．４センチメートルの写真で、その裏面に氏名及び撮影年月日を記入した
もの） １枚
カ １の表に記載された講習の種別が初回更新者講習の方のうち、前回更新時に
海外旅行、入院等のやむを得ない理由により免許証の更新を受けることができ
ず、その免許が効力を失った日から起算して６月を経過する前に次の免許を受
けた方で当該効力を失った免許を受けていた期間及び当該次の免許を受けてい
た期間が継続していたとみなされ、更新日までに継続して免許を受けている期
間が５年以上となることにより、優良運転者又は一般運転者となる方は、パス
ポートその他やむを得ない理由を証明することができる書類

３ 更新手続の場所

４ 更新手続の受付日時

５ 他の都道府県公安委員会を経由して行う更新申請手続

６ 経由更新申請に係る留意事項

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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別記様式第２２号の５中「第２４条の６」を「第２４条の８」

に改め、同様式を別記様式第２２号の７とする。

別記様式第２２号の４中「第２４条の５」を「第２４条の７」

に改め、同様式を別記様式第２２号の６とする。

別記様式第２２号の３の次に次の２様式を加える。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７２１



８．５６�

７．９６�

５
．
４
０
�

氏名�

住所�

受付� 年　　月　　日�交付番号�

運 転 経 歴 証 明 書 �
写　　真�

年　　月　　日生�

二・小・原�

他�

二　種�

年　月　日�

年　月　日�

年　月　日�

種
　
類� 印�

愛　媛　県�

公安委員会�

４
．
７
９
�

７．５６�

４
．
３
９
�

注　意　事　項�

１　運転経歴証明書は、申請による取消しを受けた日前５年間�
　の自動車等の運転に関する経歴について証明するものです。�
�
２　この証明書では、自動車等を運転することはできません。�
�
３　住所等の変更を生じた場合でも、変更事項の記載を受ける�
　ことはできません。�
�
４　亡失等をした場合でも、再交付を受けることはできません。�

別記様式第２２号の４（第２４条の６関係） 運転経歴証明書

（表）

（裏）

備考１ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。
２ 交付欄の交付番号の末尾の－の次には、優良運転者にあっては「１」、
一般運転者にあっては「２」、その他の運転者にあっては「３」の数字を
表示すること。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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別記様式第２２号の５（第２４条の６関係）

運転経歴証明書交付申請書

愛媛県公安委員会 殿

申請年月日 年 月 日

写 真ふ り が な

氏 名

生 年 月 日
明治 大正 昭和

年 月 日１ ２ ３

住 所

連絡先及び
電 話 番 号

免許証番号

申 請 書 の
提 出 先

□ 運転免許管理課 □ 警察署

………………………………（この線から下には記載しないこと。）………………………

氏 名 年 月 日
手 数 料住 所

交 付

運 転 経 歴 証 明 書

番号 第 号

二・小・原 愛 媛 県
公安委員会他

二 種
注１ 手数料欄には、証紙をはり付けること。
２ 申請書の提出先の欄には、該当する申請書の提出先の□にレ印を記入すること。
警察署に提出する場合は、申請書を提出する警察署名も併せて記入すること。
３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ｂ５とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号

７２３



（愛媛県公安委員会公印規程の一部改正）

第２条 愛媛県公安委員会公印規程（昭和３６年愛媛県公安委

員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

別表愛媛県公安委員会印の項中

検査合格証明、
適性検査、運転
免許試験成績証
明、再試験、臨
時適性検査、適
性検査結果通知
、申請による運
転免許取消通知
、取消処分者講
習、停止処分者
講習、普通車講
習、二輪車講習
、応急救護処置
講習、応急救護
処置指導者養成
講習、原付講習
、旅客車講習、
初心運転者講習
、違反者講習、
特定任意講習及
び指定講習機関
制度の事務用

「

運転免許試験成
績証明、再試験
、取消処分者講
習、停止処分者
講習、普通車講
習、二輪車講習
、応急救護処置
講習、応急救護
処置指導者養成
講習、原付講習
、初心運転者講
習、違反者講習
、特定任意講習
及び指定講習機
関制度の事務用

「

を に、

」

」

１ 運転免許証
更新連絡書の
作成用

２ 更新時講習
の受講の通知
に係る書面の
作成用

３ 高齢者講習
の連絡に係る
書面の作成用

４ 違反者講習
通知書の作成
用

運転免許証及び
運転経歴証明書
の作成用

「

１ 運転免許証
更新連絡書の
作成用

２ 高齢者講習
の連絡に係る
書面の作成用

３ 違反者講習
通知書の作成
用

運転免許証の作
成用

「

を に改め

」

」

る。

（愛媛県自動車運転適性検査所の設置および運営に関する

規則の一部改正）

第３条 愛媛県自動車運転適性検査所の設置および運営に関

する規則（昭和４３年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部

を次のように改正する。

第６条中「法第１１３条の２の規定による指定を受けた医

師又は心理学専攻者」を「道路交通法（昭和３５年法律第１

０５号）第９０条第１項及び第１０３条第１項の規定による処分の

要件に関し、専門的な知識を有すると公安委員会が認める

医師」に改める。

第７条を第８条とし、第６条の次に次の１条を加える。

（運転適性相談終了書の交付）

第７条 公安委員会は、第４条第２号の適性相談を終了し

た者で、適性相談終了時において運転免許の取得又は更

新が可能であると認められたものに対し、運転適性相談

終了書（別記様式）を交付するものとする。

附則の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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別記様式（第７条関係）

適 性 相 談 終 了 書

氏 名

住 所

生 年 月 日

相 談 終 了 日

相 談 終 了 番 号

相 談 受 付 窓 口

１ 年
今 後 以 内 に 、 愛 媛 県 公 安 委 員 会 に 対 し 、 運 転 免 許

６ 月

の 申 請 又 は 運 転 免 許 証 の 更 新 の 申 請 を 行 う 場 合 は 、 こ の

終 了 書 を 持 参 す る こ と を お 勧 め し ま す 。

年 月 日

愛 媛 県 公 安 委 員 会 �

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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（取得時講習の実施に関する規則の一部改正）

第４条 取得時講習の実施に関する規則（平成６年愛媛県公

安委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

第１条中「及び第１０８条の２第１項第７号に規定する応

急救護処置講習」を「、第１０８条の２第１項第７号に規定

する応急救護処置講習及び第１０８条の２第１項第８号の２

に規定する旅客車講習」に改める。

第４条の表応急救護処置講習の項を次のように改める。

応急救護処置講習（一） １時間 ２時間

応急救護処置講習（二） ２時間 ４時間

大型旅客車講習 ２時間 ４時間

普通旅客車講習 ２時間 ４時間

第５条中「第３８条第１５項」を「第３８条第１６項」に改める

。

（愛媛県自動車等の運転に関する特定任意講習の実施に関

する規則の一部改正）

第５条 愛媛県自動車等の運転に関する特定任意講習の実施

に関する規則（平成６年愛媛県公安委員会規則第１０号）の

一部を次のように改正する。

第１条中「第３７条の６」を「第３７条の６第２号」に改め

る。

第７条中「１年以内」を「６月以内」に改める。

様式第４号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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様式第４号（第７条関係）

特 定 任 意 高 齢 者 講 習 終 了 証 明 書 再 交 付 申 出 書

年 月 日

愛 媛 県 公 安 委 員 会 殿

氏 名 及 び 生 年 月 日 �

住 所

再 交 付 の 理 由

受 講 期 日

備 考

注 用 紙 の 大 き さ は 、 日 本 工 業 規 格 Ａ ４ と す る 。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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（高齢者講習に関する規則の一部改正）

第６条 高齢者講習に関する規則（平成１０年愛媛県公安委員

会規則第８号）の一部を次のように改正する。

第２条中「陸上自衛隊第二混成団松山自動車教習所」を

「陸上自衛隊第２混成団松山自動車教習所」に改める。

第４条中「。以下「規則」という。）第３８条第１５項の高

齢者講習終了証明書」を「）第３８条第１６項の高齢者講習終

了証明書（以下「高齢者講習終了証明書」という。）」に

改める。

第５条中「規則第３８条第１５項の」を削る。

附 則

この規則は、平成１４年６月１日から施行する。

�������
!愛媛県公安委員会規則第１１号
更新時講習の実施に関する規則を次のように定める。

平成１４年５月３１日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

更新時講習の実施に関する規則

運転免許証更新時講習の実施に関する規則（昭和５８年愛媛

県公安委員会規則第１号）の全部を改正する。

（趣旨）

第１条 この規則は、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。

以下「法」という。）第１０８条の２第１項第１１号に掲げる

講習（以下「更新時講習」という。）の実施に関し必要な

事項を定めるものとする。

（更新時講習の委託）

第２条 法第１０８条の２第３項の規定により、更新時講習の

実施を社団法人愛媛県交通安全協会に委託する。

（更新時講習の受講の申出）

第３条 道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号）第

３８条第１２項第１号ただし書の更新時講習の受講の申出は、

更新時講習受講申出書（別記様式）を公安委員会に提出し

て行うものとする。この場合において、松山東警察署、松

山西警察署、松山南警察署及び伊予警察署の管轄区域以外

の区域に居住している者は、その者の住所地を管轄する警

察署を経由することができる。

（補則）

第４条 この規則に定めるもののほか、更新時講習の実施に

関し必要な事項は、警察本部長が定める。

附 則

この規則は、平成１４年６月１日から施行する。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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別記様式（第３条関係）

更 新 時 講 習 受 講 申 出 書

年 月 日

愛媛県公安委員会 殿

氏名及び生年月日

年 月 日生

住 所

講 習 の 受 講 を

希 望 す る 日
年 月 日

手 数 料

注１ 手数料欄には、証紙をはり付けること。

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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!愛媛県公安委員会規則第１２号
特定任意高齢者講習及びチャレンジ講習の実施に関する規

則を次のように定める。

平成１４年５月３１日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

特定任意高齢者講習及びチャレンジ講習の実施に関す

る規則

目次

第１章 総則（第１条－第３条）

第２章 特定任意高齢者講習（第４条－第９条）

第３章 チャレンジ講習（第１０条－第１２条）

第４章 雑則（第１３条・第１４条）

附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規則は、道路交通法施行令（昭和３５年政令第２

７０号。以下「政令」という。）第３７条の６の２第１号の規

定に基づく講習（以下「特定任意高齢者講習」という。）

及びチャレンジ講習の実施に関し必要な事項を定めるもの

とする。

（定義）

第２条 この規則において「チャレンジ講習」とは、道路交

通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「法」という。）第１

０８条の２第２項の規定に基づき、運転免許証の更新期間が

満了する日における年令が７０歳以上の者を対象に行う講習

で、加齢に伴って生ずる身体の機能の低下が自動車及び原

動機付自転車（以下「自動車等」という。）の運転に及ぼ

す影響についての確認及びその結果に基づく指導を行うも

のをいう。

（講習の委託）

第３条 法第１０８条の２第３項の規定により特定任意高齢者

講習及びチャレンジ講習の実施を法第９９条第１項の指定自

動車教習所（陸上自衛隊第２混成団松山自動車教習所を除

く。以下「教習所」という。）に委託する。

第２章 特定任意高齢者講習

（講習の種別及び科目）

第４条 特定任意高齢者講習は、チャレンジ講習の結果、加

齢に伴って生ずる身体の機能の低下が自動車等の運転に影

響を及ぼしていないと公安委員会が認めた者に対して行う

講習（以下「簡易講習」という。）及びこれ以外の者に対

して行う講習（以下「通常講習」という。）に区分して行

うものとする。

２ 簡易講習及び通常講習の講習科目は、次の表のとおりと

する。

種 別 講 習 科 目

簡易講習 １ 道路交通の現状及び交通事故の実態
２ 運転者の心構えと義務
３ 安全運転の知識
４ 運転適性検査器材を使用して行う運転適
性についての診断と指導

通常講習 １ 道路交通の現状及び交通事故の実態
２ 運転者の心構えと義務
３ 安全運転の知識
４ 自動車を運転して行う運転適性について
の診断と指導

５ 運転適性検査器材を使用して行う運転適
性についての診断と指導

（講習方法）

第５条 特定任意高齢者講習は、自動車、教本、運転適性検

査器材、視力検査器材、視聴覚教材等必要な教材を用いて

行うものとする。

（講習時間）

第６条 特定任意高齢者講習の講習時間は、次の各号に掲げ

るとおりとする。

� 通常講習 ３時間

� 簡易講習 １時間

（簡易講習の受講）

第７条 運転免許に係る講習に関する規則（平成６年国家公

安委員会規則第４号。以下「講習に関する規則」という。

）第２条第１項のチャレンジ講習受講結果確認書（以下「

確認書」という。）の交付を受けた者は、簡易講習を受講

することができる。

（特定任意高齢者講習の受講申請）

第８条 特定任意高齢者講習を受講しようとする者は、特定

任意高齢者講習（通常講習・簡易講習）受講申請書（様式

第１号）を当該講習を受講しようとする教習所の所在地を

管轄する警察署を経由して公安委員会に提出するものとす

る。この場合において、簡易講習を受講しようとする者は

、当該申請書に確認書を添付しなければならない。

（特定任意高齢者講習終了証明書の交付の申出）

第９条 講習に関する規則第３条第２号の特定任意高齢者講

習終了証明書（以下「証明書」という。）の交付の申出は

、特定任意高齢者講習終了証明書交付申出書（様式第２号

）を特定任意高齢者講習を受講した教習所の所在地を管轄

する警察署を経由して公安委員会に提出するものとする。

第３章 チャレンジ講習

（チャレンジ講習受講申請書の提出）

第１０条 チャレンジ講習を受講しようとする者は、チャレン

ジ講習受講申請書（様式第３号）を当該講習を受講しよう

とする教習所の所在地を管轄する警察署を経由して公安委

員会に提出しなければならない。

（講習の科目及び内容）

第１１条 チャレンジ講習の講習科目は、事前説明、模範走行

、実車走行、講評その他必要と認める科目とする。

２ 実車走行の課題及び内容は、次の表のとおりとする。

課 題 内 容

一般課題
周回コース及び幹線コースの走行、交差点の
通行、横断歩道の通過、曲線コースの通過、
屈曲コースの通過並びに方向変換

特別課題 スラローム走行

参考課題 急ブレーキ

（確認書の交付）

第１２条 公安委員会は、一般課題及び特別課題の運転結果か

ら判断して、加齢に伴って生ずる身体の機能の低下が自動

車等の運転に影響を及ぼしていないと認められた者に対し

、確認書を交付するものとする。

第４章 雑則

（証明書等の再交付の申出）

第１３条 証明書又は確認書の交付を受けた者は、特定任意高

齢者講習又はチャレンジ講習を受講した日から起算して６

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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月以内に証明書又は確認書を亡失又は滅失し、証明書又は

確認書の再交付を受けようとするときは、当該講習を受講

した教習所の所在地を管轄する警察署を経由して公安委員

会に特定任意高齢者講習終了証明書（チャレンジ講習受講

結果確認書）再交付申出書（様式第４号）を提出して申し

出なければならない。

（補則）

第１４条 この規則に定めるもののほか、特定任意高齢者講習

及びチャレンジ講習の実施に関し必要な事項は、警察本部

長が定める。

附 則

この規則は、平成１４年６月１日から施行する。

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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様式第１号（第８条関係）

特定任意高齢者講習
（通常講習）

受講申請書
（簡易講習）

年 月 日

愛 媛 県 公 安 委 員 会 殿

氏 名 及 び

生 年 月 日

住 所

受講希望年月日

受講教習所名

手 数 料

注１ 受講希望年月日の欄に記載された受講希望日については、この申請書の

提出を受けた警察署において、該当する教習所に問い合わせて講習の受講

の可否を確認すること。

２ 手数料欄には、証紙をはり付けること。

３ 簡易講習の受講を希望する者は、チャレンジ講習受講結果確認書を添付

すること。

４ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
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様式第２号（第９条関係）

特定任意高齢者講習終了証明書交付申出書

年 月 日

愛 媛 県 公 安 委 員 会 殿

氏 名 及 び

生 年 月 日

住 所

講 習 年 月 日

受講した指定

自動車教習所

の名称

講習担当責任

者の職及び氏

名 �

注 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
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様式第３号（第１０条関係）

チ ャ レ ン ジ 講 習 受 講 申 請 書

年 月 日

愛 媛 県 公 安 委 員 会 殿

氏 名 及 び

生 年 月 日

住 所

受講希望年月日

受講教習所名

手 数 料

注１ 受講希望年月日の欄に記載された受講希望日については、この申請書の

提出を受けた警察署において、該当する教習所に問い合わせて講習の受講

の可否を確認すること。

２ 手数料欄には、証紙をはり付けること。

３ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
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様式第４号（第１３条関係）

特定任意高齢者講習終了証明書
再交付申出書

チャレンジ講習受講結果確認書

年 月 日

愛 媛 県 公 安 委 員 会 殿

氏 名 及 び

生 年 月 日

住 所

講 習 年 月 日

講習を受講し

た指定自動車

教習所の名称

再交付の理由

注１ 不要の文字は、横線で消すこと。

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
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!愛媛県公安委員会告示第１３号
次の遊技機の型式は、技術上の規格に適合していると認めるので、遊技機の認定及び型式の検定等に関する規則（昭和６０年

国家公安委員会規則第４号）第９条第１項の規定に基づき、公示する。

平成１４年５月３１日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

公安委員会告示

遊技機

の種類

遊技機

の区分
型 式 の 名 称 製造業者名

申 請 者 検定

番号

検定の有

効期間
氏名（法人にあっては、名
称及び代表者の氏名）

住所（法人にあっては、主
たる事務所の所在地）

ぱちんこ
遊技機 第１種 ＣＲ蛭子能収Ｌ 株式会社高尾 株 式 会 社 高 尾

（内ヶ島敏博）
愛知県名古屋市中川区太平通
一丁目３番地 ６０９２

愛媛県公安委
員会告示の日
から３年間

〃 ＣＲ蛭子能収Ｍ 〃 〃 〃 ６０９３

〃 ＣＲ牙王Ｌ 株式会社ニューギ
ン

株 式 会 社 ニ ュ ー ギ ン
（新井 悠司）

愛知県名古屋市中村区烏森町
三丁目５６番地 ６０９５

〃 ＣＲ牙王Ｍ 〃 〃 〃 ６０９８

〃 ＣＲメイドインジャパ
ン遊１ 豊丸産業株式会社 豊 丸 産 業 株 式 会 社

（永野 裕豊）
愛知県名古屋市中村区長戸井
町三丁目１２番地 ６０９９

〃 ＣＲプリティーわんわ
んＭ６ 株式会社三洋物産 株 式 会 社 三 洋 物 産

（金沢 要求）
愛知県名古屋市千種区今池三
丁目９番２１号 ６１００

〃 ＣＲプリティーわんわ
んＬ７ 〃 〃 〃 ６１０１

〃 ＣＲドラムチック麻雀 株式会社大一商会 株 式 会 社 大 一 商 会
（市原 茂）

愛知県名古屋市中村区鴨付町
一丁目２２番地 ６１１０

〃 ＣＲピーマンＸ１ 京楽産業株式会社 京 楽 産 業 株 式 会 社
（榎本 宏）

愛知県名古屋市中川区尾頭橋
三丁目２０番８号 ６１１１

〃 ＣＲガッチャマンＳ サミー株式会社 サ ミ ー 株 式 会 社
（里見 治）

東京都豊島区東池袋二丁目２３
番２号 ６１１４

〃 ＣＲ玉緒でドッカン！
！Ｖ 〃 〃 〃 ６１１５

〃 ＣＲフィーバークエス
トＳＰ 株式会社ダイドー 株 式 会 社 ダ イ ド ー

（寳田 久治）
東京都渋谷区東二丁目２３番３
号 ６１１８

〃 ＣＲＯＨ！ＳＡＭＵＲ
ＡＩＶ

株式会社サンセイ
アールアンドディ

株式会社サンセイアールアン
ドディ

（杉島紀志男）
愛知県名古屋市中区丸の内二
丁目１１番１３号 ６１１９

第３種 ＣＲ・キングホー助Ｋ 株式会社平和 株 式 会 社 平 和
（中島 潤）

群馬県桐生市広沢町二丁目３０
１４番地の８ ６１２０

〃 キングホー助Ｖ 〃 〃 〃 ６１２１

〃 ＣＲむし虫ランド炸裂
編

株式会社エース電
研

株 式 会 社 エ ー ス 電 研
（武本 孝俊）

東京都台東区東上野三丁目１２
番９号 ６１２２

回胴式遊
技機 回胴式 スーパージャックポッ

トＡ 岡崎産業株式会社 岡 崎 産 業 株 式 会 社
（岡崎 安弘）

三重県松阪市中万町鐘突２１８５
番地の２ ６０９４

〃 サザンウェイブ－３０ 株式会社タイヨー 株 式 会 社 タ イ ヨ ー
（久木 文男）

東京都品川区東五反田一丁目
６番３号 ６０９６

〃 スカルスカ 〃 〃 〃 ６０９７

〃 メガダイヤ 株式会社大都技研 株 式 会 社 大 都 技 研
（木原 海俊）

東京都葛飾区小菅二丁目８番
９号 ６１０２

〃 エチゴヤ２ 〃 〃 〃 ６１０３

〃 メガダイヤ３０ 〃 〃 〃 ６１０４

〃 ハイビ－３０ 株式会社パイオニ
ア

株 式 会 社 パ イ オ ニ ア
（野口 三次）

大阪府東大阪市長田中一丁目
４番６号 ６１０５
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!愛媛県公安委員会訓令第２号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次

のように定める。

平成１４年５月３１日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員

会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

別表１道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）の項専決事項

の欄第５号中「安全運転管理者」を「安全運転管理者等」に

改め、同項同欄第７号中「第１０７条の５第３項」を「第１０４

条の２の３第５項及び第１０７条の５第３項」に改め、同項同

欄中第２６号を第２７号とし、第１９号から第２５号までを１号ずつ

繰り下げ、同項同欄第１８号中「解任」を「解嘱」に改め、同

号を同項同欄第１９号とし、同項同欄中第１７号を第１８号とし、

第１１号から第１６号までを１号ずつ繰り下げ、第１０号の次に次

の１号を加える。

１１ 第１０４条の２の３第１項の規定による臨時適性検査を

受けない者に係る免許の効力の停止

別表１地域交通安全活動推進委員及び地域交通安全活動推

進委員協議会に関する規則（平成２年国家公安委員会規則第

７号）の項専決事項の欄中第２号及び第３号を削る。

別表１に次のように加える。

自動車運転代行

業の業務の適正

化に関する法律

（平成１３年法律

第５７号）

１ 第４条の規定による認定

２ 第５条第１項の規定による認定申

請書の受理

３ 第５条第２項の規定による認定の

通知及び認定証の交付

４ 第１９条第１項の規定により読み替

えて適用する道路交通法第７４条の２

第６項の規定による安全運転管理者

等の解任命令

５ 第１９条第１項の規定により読み替

えて適用する道路交通法第７５条第２

項の規定による１月を超えない自動

車の使用制限の処分

６ 第１９条第１項の規定により読み替

えて適用する道路交通法第７５条第９

項の規定による自動車の使用制限書

の交付及び標章のはり付け

７ 第１９条第１項の規定により読み替

えて適用する道路交通法第７５条の２

第１項本文の規定による１月を超え

ない自動車の使用制限の処分

運転免許取得者

教育の認定に関

する規則（平成

１２年国家公安委

員会規則第４号

）

１ 第１２条の規定による認定の取消し

の公示

別表２の１の�の表道路交通法の項専決事項の欄中第１号
を削り、第２号を第１号とし、第３号から第８号までを１号

ずつ繰り上げる。

別表２の１の�の表道路交通法施行規則の項を削る。
別表２の１の�の表に次のように加える。

自動車運転代行

業の業務の適正

化に関する法律

１ 第５条第４項の規定による国土交

通大臣との協議

２ 第７条第２項の規定による国土交

通大臣との協議

３ 第２１条第１項の規定による報告要

求及び立入検査の実施（警察本部に

勤務する警察職員に行わせる場合に

限る。）

４ 第２２条第１項前段の規定による自

動車運転代行業者に対する指示

５ 第２３条第２項の規定による国土交

通大臣からの要請の受理

６ 第２３条第３項の規定による国土交

〃 スーパー・オキスロ－
３０ 〃 〃 〃 ６１０６

〃 ビッグシオー３０ 〃 〃 〃 ６１０７

〃 スプラッシュセブン－
３０ 〃 〃 〃 ６１０８

〃 バクレツオウ７
株式会社アリスト
クラートテクノロ
ジーズ

株式会社アリストクラートテ
クノロジーズ

（加茂 �曹）
東京都千代田区東神田二丁目
５番１２号 ６１０９

〃 ライライゴクウ 株式会社エレコ 株 式 会 社 エ レ コ
（福田 貞夫）

東京都江東区有明三丁目１番
地２５ ６１１２

〃 ケイワンレバンナＲ 〃 〃 〃 ６１１３

〃 サンユウシ
株式会社アリスト
クラートテクノロ
ジーズ

株式会社アリストクラートテ
クノロジーズ

（加茂 �曹）
東京都千代田区東神田二丁目
５番１２号 ６１１６

〃 フィーバーフランケン
Ｇ 株式会社ダイドー 株 式 会 社 ダ イ ド ー

（寳田 久治）
東京都渋谷区東二丁目２３番３
号 ６１１７

〃 デートラインペガサス テクノコーシン株
式会社

テクノコーシン株式会社
（河田 節子）

東京都台東区台東三丁目６番
１３号 ６１２３

公安委員会訓令

愛 媛 県 報平成１４年５月３１日 第１３６０号
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通大臣との協議

７ 第２４条第２項の規定による国土交

通大臣との協議

８ 第２５条第２項第１号の規定による

自動車運転代行業者に対する指示

別表２の２の�の表道路交通法の項専決事項の欄中第６号
を第７号とし、第１号から第５号までを１号ずつ繰り下げ、

第２号の前に次の１号を加える。

１ 第７４条の２第５項の規定による安全運転管理者等の選

任届及び解任届の受理

別表２の２の�の表道路交通法の項の次に次のように加え
る。

道路交通法施行

規則

１ 第９条の９第１項第２号の規定に

よる自動車の運転の管理に関する教

習の実施及び自動車の運転の管理に

関する能力の認定

２ 第９条の９第２項第２号の規定に

よる自動車の運転の管理に関する能

力の認定

別表２の２の�の表地域交通安全活動推進委員及び地域交
通安全活動推進委員協議会に関する規則の項専決事項の欄中

第４号を第６号とし、第１号から第３号までを２号ずつ繰り

下げ、第３号の前に次の２号を加える。

１ 第６条第１項の規定による地域交通安全活動推進委員

証の交付

２ 第７条の規定による標章の交付

別表２の２の�の表に次のように加える。

自動車運転代行

業の業務の適正

化に関する法律

１ 第５条第５項の規定による認定証

再交付申請書の受理及び認定証の再

交付

２ 第８条第１項の規定による変更届

出書の受理

３ 第８条第２項の規定による国土交

通大臣に対する通知

４ 第８条第３項の規定による認定証

の書換え

５ 第９条第１項の規定による認定証

の返納の受理

６ 第９条第２項の規定による認定証

の返納の受理

７ 第９条第３項の規定による国土交

通大臣に対する通知

８ 第１９条第１項の規定により読み替

えて適用する道路交通法第７４条の２

第８項の規定による安全運転管理者

等講習の通知

９ 第２２条第１項後段の規定による国

土交通大臣に対する通知

１０ 第２２条第２項の規定による国土交

通大臣からの通知の受理

１１ 第２５条第１項の規定による処分移

送通知書の送付

別表２の２の�の表に次のように加える。

自動車運転代行

業の業務の適正

化に関する法律

１ 第１９条第１項の規定により読み替

えて適用する道路交通法第２２条の２

第１項の規定による最高速度違反行

為に係る車両の使用者に対する指示

２ 第１９条第１項の規定により読み替

えて適用する道路交通法第５１条の４

第１項（同法第７５条の８第３項にお

いて準用する場合を含む。）の規定

による放置車両に係る指示

３ 第１９条第１項の規定により読み替

えて適用する道路交通法第５８条の４

第１項の規定による過積載車両に係

る指示

４ 第１９条第１項の規定により読み替

えて適用する道路交通法第６６条の２

第１項の規定による過労運転に係る

車両の使用者に対する指示

別表２の２の�の表に次のように加える。

道路法（昭和２７

年法律第１８０号

）

１ 第９５条の２の規定による道路管理

者への意見回答及び道路管理者から

の通知の受理

覚書等 １ 法令の制定及び改正に伴う交通規

制関係の警察庁と関係省庁との覚書

に基づく関係機関との協議、関係機

関に対する意見聴取及び回答並びに

関係機関からの通知の受理

別表２の２の�の表道路交通法の項専決事項の欄第１号中
「同条第４項」を「同条第５項」に、「第５項」を「第６項

」に改め、同項同欄第２号中「第９０条第７項」を「第９０条第

８項」に改め、同項同欄第３号中「第９０条第８項」を「第９０

条第９項」に改め、同項同欄中第３７号を第４８号とし、同号の

前に次の１号を加える。

４７ 第１０８条の２第２項の規定によるチャレンジ講習の実

施

別表２の２の�の表道路交通法の項専決事項の欄中第３６号
を第４６号とし、第２５号から第３５号までを１０号ずつ繰り下げ、

第３５号の前に次の２号を加える。

３３ 第１０４条の４第５項の規定による運転経歴証明書の交

付申請の受理

３４ 第１０４条の４第６項の規定による運転経歴証明書の交

付

別表２の２の�の表道路交通法の項専決事項の欄中第２４号
を第３２号とし、第１７号から第２３号までを８号ずつ繰り下げ、

同項同欄第１６号中「第１０３条第３項」を「第１０３条第２項」

に改め、「の通知」の下に「並びに処分移送通知書の受理」

を加え、同号を同項同欄第２４号とし、同項同欄中第１５号を第

２３号とし、第１４号を第２２号とし、同号の前に次の６号を加え

る。

１２ 第２５条第２項の規定による処分移

送通知書の受理
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１６ 第１０１条の２第２項の規定による適性検査の実施

１７ 第１０１条の２の２第１項の規定による運転免許証更新

申請書の受理

１８ 第１０１条の２の２第２項の規定による適性検査の実施

１９ 第１０１条の２の２第３項の規定による適性検査の結果

を記載した書面及び運転免許証更新申請書の送付及び受

理

２０ 第１０１条の２の２第４項の規定による経由地公安委員

会が行う更新時講習を受講した旨の通知及び通知の受理

２１ 第１０１条の２の２第５項の規定による適性検査を受け

るべき旨の通知及び適性検査の実施

別表２の２の�の表道路交通法の項専決事項の欄中第１３号
を第１５号とし、同項同欄第１２号中「第１０１条第４項」を「第

１０１条第５項」に改め、同号を同項同欄第１４号とし、同号の

前に次の１号を加える。

１３ 第１０１条第４項の規定による適性検査の実施

別表２の２の�の表道路交通法の項専決事項の欄中第１１号
を第１２号とし、同号の前に次の１号を加える。

１１ 第１０１条第１項の規定による運転免許証更新申請書の

受理

別表２の２の�の表道路交通法の項専決事項の欄中第１０号
を削り、第９号を第１０号とし、第８号を第９号とし、第７号

の次に次の１号を加える。

８ 第９３条の２の規定による運転免許証の電磁的方法によ

る記録

別表２の２の�の表道路交通法施行令の項専決事項の欄に
次の１号を加える。

２ 第３７条の６の２の規定による特定任意高齢者講習の実

施

別表２の２の�の表道路交通法施行規則の項専決事項の欄
第２号を次のように改める。

２ 第２９条の２の２第１項の規定による経由申請書の受理

別表２の２の�の表道路交通法施行規則の項専決事項の欄
第５号中「第３８条第１１項」を「第３８条第１２項」に改める。

別表２の２の の表道路交通法の項専決事項の欄第１号中
「第８９条」を「第８９条第１項」に改め、同項同欄中第２９号を

第３６号とし、第２８号を第３５号とし、第２７号を削り、同項同欄

第２６号中「及び原付講習」を「、原付講習、旅客車講習及び

指定自動車教習所職員講習」に改め、同号を同項同欄第３４号

とし、同項同欄中第２５号を第３３号とし、第２２号から第２４号ま

でを８号ずつ繰り下げ、第３０号の前に次の３号を加える。

２７ 第１０４条の２の３第３項において準用する第１０３条第

２項の規定による他の公安委員会への処分移送通知書の

送付及び処分移送通知書の受理

２８ 第１０４条の２の３第３項において準用する第１０３条第

７項の規定による他の公安委員会への処分の通知及び処

分の通知の受理

２９ 第１０４条の２の３第６項の規定による処分移送通知書

の送付及び受理

別表２の２の の表道路交通法の項専決事項の欄中第２１号
を第２６号とし、第１８号から第２０号までを５号ずつ繰り下げ、

第２３号の前に次の１号を加える。

２２ 第１０３条第５項の規定による適性検査の受検及び医師

の診断書の提出命令

別表２の２の の表道路交通法の項専決事項の欄中第１７号
を第２１号とし、第２号から第１６号までを４号ずつ繰り下げ、

第１号の次に次の４号を加える。

２ 第８９条第２項の規定による検査の実施及び検査合格証

明書の交付

３ 第９０条第６項の規定による適性検査の受検及び医師の

診断書の提出命令

４ 第９０条第１０項の規定による仮免許の交付の拒否

５ 第９０条第１１項の規定による弁明をなすべき日時等の通

知及び弁明の機会の付与

別表２の２の の表道路交通法施行規則の項専決事項の欄
第７号中「第３８条第１５項」を「第３８条第１６項」に、「及び原

付講習」を「、原付講習、大型旅客車講習及び普通旅客車講

習」に改め、同号を同項同欄第１３号とし、同項同欄中第６号

を第１２号とし、第５号を第１１号とし、同項同欄第４号中「第

３３条第７項第２号ニ、第３４条の３第３号ハ及び第３８条第７項

第１号」を「第３３条第４項第２号ニ（第３４条の３第３号にお

いて準用する場合を含む。）及び第３８条第７項第２号」に改

め、同号を同項同欄第１０号とし、同号の前に次の４号を加え

る。

６ 第２９条の３第１項の規定による処分の要件に関し専門

的な知識を有する医師の認定

７ 第２９条の５第１項の規定による免許の効力の停止の要

件に関し専門的な知識を有する医師の認定

８ 第３２条第１項の規定による同等の教習効果があること

の認定

９ 第３２条第２項の規定による同等の教習効果があること

の認定

別表２の２の の表道路交通法施行規則の項専決事項の欄
中第３号を第５号とし、同項同欄第２号中「第２４条第６項」

を「第２４条第７項」に改め、同号を同項同欄第４号とし、同

項同欄中第１号を第３号とし、同号の前に次の２号を加える

。

１ 第１８条の２の２第２項の規定による技能検査申請書の

受理

２ 第１８条の４第１項の規定による免許の保留の要件に関

し専門的な知識を有する医師の認定

別表３道路交通法の項専決事項の欄第３号中「第８９条」を

「第８９条第１項」に改め、同項同欄中第２６号を第３０号とし、

第２０号から第２５号までを４号ずつ繰り下げ、同項同欄第１９号

中「第１０７条第３項」を「第１０７条第４項」に改め、同号を

同項同欄第２３号とし、同項同欄中第１８号を第２２号とし、同号

の前に次の２号を加える。

２０ 第１０４条の４第５項の規定による運転経歴証明書の交

付申請の受理

２１ 第１０４条の４第６項の規定による運転経歴証明書の交

付

別表３道路交通法の項専決事項の欄中第１７号を第１９号とし

、第１１号から第１６号までを２号ずつ繰り下げ、同項同欄第１０

号中「第１０１条第４項」を「第１０１条第５項」に改め、同号

を同項同欄第１２号とし、同項同欄第９号中「第１０１条第１項

」を「第１０１条第４項」に改め、同号を同項同欄第１１号とし
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、同号の前に次の１号を加える。

１０ 第１０１条第１項の規定による運転免許証更新申請書の

受理

別表３道路交通法の項専決事項の欄中第８号を第９号とし

、第７号を第８号とし、第６号を第７号とし、第５号の次に

次の１号を加える。

６ 第９３条の２の規定による運転免許証の電磁的方法によ

る記録

別表３道路交通法施行規則の項専決事項の欄中第１号を削

り、第２号を第１号とし、同項同欄第３号中「第３８条第１１項

」を「第３８条第１２項」に改め、同号を同項同欄第２号とし、

同項同欄第４号中「第３８条第１５項」を「第３８条第１６項」に改

め、同号を同項同欄第３号とし、同号の次に次の１号を加え

る。

４ 第３８条の２の規定による特定任意高齢者講習終了証明

書の交付申出の受理及び交付

別表３に次のように加える。

自動車運転代行

業の業務の適正

化に関する法律

１ 第１９条第１項の規定により読み替

えて適用する道路交通法第７５条第１０

項の規定による標章除去申請の受理

及び標章の除去

２ 第２１条第１項の規定による報告要

求及び立入検査の実施（当該警察署

に勤務する警察職員に行わせる場合

に限る。）

運転免許に係る

講習に関する規

則（平成６年国

家公安委員会規

則第４号）

１ 第２条第１項第１号の規定による

自動車等の運転に著しい影響を及ぼ

しているかどうかの確認及びチャレ

ンジ講習受講結果確認書の交付

特定任意高齢者

講習及びチャレ

ンジ講習の実施

に関する規則（

平成１４年愛媛県

公安委員会規則

第１２号）

１ 第８条の規定による特定任意高齢

者講習受講申請書の受理

２ 第９条の規定による特定任意高齢

者講習終了証明書交付申出書の受理

３ 第１０条の規定によるチャレンジ講

習受講申請書の受理

４ 第１３条の規定による特定任意高齢

者講習終了証明書再交付申請書及び

チャレンジ講習受講結果確認書再交

付申請書の受理並びに特定任意高齢

者講習終了証明書及びチャレンジ講

習受講結果確認書の再交付

附 則

この訓令は、平成１４年６月１日から施行する。

!愛媛県選挙管理委員会告示第１８号
公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）第５５条第２項及

び第３項第２号（他の法令において準用され、又は例による

こととされている場合を含む。）の規定により、次の施設を

不在者投票のできる施設として指定した。

平成１４年５月３１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

!公示送達
（所在不明。ただし、住民票の住所）

愛媛県上浮穴郡面河村大成８７７番地

高岡 保明

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第６６条第３項の規定

に基づき上記の者に送達すべき次の書類は、当収用委員会事

務局（愛媛県土木部用地課）において保管してあるので、出

頭の上、その交付を受けてください。

なお、この書類を受領しないときは、土地収用法施行令（

昭和２６年政令第３４２号）第５条第５項の規定により、平成１４

年６月１７日を経過した時にその書類の送達があったものとみ

なされます。

平成１４年５月３１日

愛媛県収用委員会

会長 村 田 建 一

平成１４年５月１４日付け裁決書

選挙管理委員会告示

施設の種類 施設の名称 所 在 地

介護老人保健施
設

介護老人保健施
設長浜ひまわり

喜多郡長浜町大字柴甲１４２２－
３
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